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はじめに

大野市は、日本百名山の「荒島岳」など雄大な山々や、

名水百選に選ばれた「御清水」に代表される美しい湧水

など、緑と水の豊かな自然に恵まれたまちです。先人た

ちは、これらの自然を大切に守り育ててきました。

私たちが深い恩恵を受けてきたこの自然環境は、近年、

多くの困難に直面しています。経済成長と技術革新により生活は豊かで便利になっ

た一方、身近な自然は減少し、水や化石燃料などの資源は大量に消費されてきまし

た。その結果、地球温暖化が進み、これが原因と考えられる自然災害が頻発してい

ることから、世界各国が、気候変動対策に取り組み始めています

また、進行する人口減少や少子化、高齢化などの社会問題が、里地里山の荒廃な

どの環境問題につながっています。本市の豊かな自然環境と、その上に成り立つ快

適な生活環境を将来の世代に引き継ぐため、これまでの生活を見直し、持続的な発

展が可能なまちへの転換が求められています。

このような中、本市は、良好な環境の保全について将来の目標と方針を示すた

め、議論と検討を重ね、第三期大野市環境基本計画を策定しました。

新しい環境基本計画では、ＳＤＧｓの考えを取り入れつつ、地球温暖化につな

がる温室効果ガスの削減はもとより、廃プラスチックや食品ロスの削減など、新た

な課題について重点的に取り組むこととしています。

今後は、さらなる水循環の健全化に取り組む計画として本年２月に策定した

「大野市水循環基本計画」とともに、「水循環共生都市 越前おおの」の実現を目

指していきます。

環境問題は、市民の皆さまの生活に直結するとても重要な問題です。具体的な

取り組みを計画に掲げていますので、市だけでなく、市民、事業者の皆さまととも

に実践していきましょう。

最後に、本計画の策定に際し、御尽力をいただきました大野市環境保全対策審

議会と大野市廃棄物減量等推進審議会の委員の皆さまを始め、多くの貴重な御意見

をお寄せいただきました市民の皆さまや関係各位に心より感謝申し上げます。

令和３年３月

大野市長
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第１章

基本的な考え方

大野市の環境の保全及び創造に向けた取り組みを積極的に推進し、その取り

組みに対して効果を確保するために、大野市環境基本計画の基本的な考え方を

示します。

１ 目的

２ 計画の位置付け

３ 基本的視点

４ 対象地域

５ 対象とする環境の範囲

６ 目標年次

７ 推進主体
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大野市環境基本計画は、平成 10年３月に制定された大野市環境基本条例の基本理念を実現するため、

良好な環境を保全することはもとより、より良い環境の創造を目指し、平成 12年３月に策定されたも

のです。

この計画は、市・市民・事業者がそれぞれの責務を果たすとともに、互いに協力し合い、総合的か

つ計画的に施策を推進していくことを目的としており、具体的には次の三つの事項について定めてい

ます。

大野市環境基本計画に定める具体的事項

なお、大野市環境基本条例は、今日の多様化する環境問題に対し幅広い視点で環境をとらえ、大野

市における環境の保全及び創造についての基本的な事項を定めています。この条例は、水と緑に恵ま

れた大野市の環境の保全及び創造について、基本理念を次のようにとらえています。

大野市環境基本条例に定める基本理念

長期的視点に立って大野市の理想とする環境像を明らかにする

環 境 の 保 全 及 び 創 造 に 向 け た 取 り 組 み を 明 ら か に す る

市 、 市 民 、 事 業 者 の 役 割 を 明 ら か に す る

環 境 像

取 り 組 み

役 割

○大野市の将来の姿、基本目標、数値目標など

○施策の基本方針、重点施策など

○主体別行動指針、推進体制など

１ 目 的

環境に対する負担を少なくし、このすばらしい環境を守り育みながら豊かな社

会づくりを進めていきます。

私たち市民は、この恵まれた環境のもとで暮らしを楽しみ、この環境を将来の

子どもたちに残していきます。

全ての事業活動や私たちの日常生活において、地球環境を守るための活動を積

極的に進めていきます。
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本計画は、大野市環境基本条例第９条に基づき、同条例第３条に定める基本理念を踏まえ、大野市

の環境の保全と保全に関する施策などを定めるものです。市政各分野の計画に基づき実施される環境

関連施策についても、本計画に基づく施策と整合するよう実施します。

なお、本計画は、生物多様性基本法（平成 20年法律第 58 号）第 13条に基づく生物多様性地域戦略、

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10年法律第 117 号）第 21条第３項に基づく地方公共団体

実行計画、食品ロスの削減の推進に関する法律(令和元年法律第 19 号)第 13 条に基づく市町村食品ロ

ス削減推進計画としても位置付けます。

 

第三期大野市環境基本計画 

（計画期間：令和３年度～令和１２年度） 

以下の３つの法定計画を 

環境基本計画と一体的に策定 

 

 

 

 

 
大野市 

水循環基本計画 

関係する 

その他の行政計画 

整合・連携 

対象とする 

環境要素 

・河川 

・湧水地 

・水循環 

整合 

連携 

環境基本法 

 国環境基本計画 

 

県環境基本条例 

 県環境基本計画 

環境面において補完 参照 

大野市環境基本条例 

大野市 

脱炭素ビジョン 

整合・連携 
●生物多様性地域戦略 

（生物多様性基本法） 

●地方公共団体実行計画（区域施策編） 

（地球温暖化対策推進法） 
 

対象とする環境要素 

・河川、湧水地、 

水循環以外 

●市町村食品ロス削減推進計画 

（食品ロス削減法） 

２ 計画の位置付け
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大野市環境基本計画は、第六次大野市総合計画を環境面において補完する行政計画として、各施策

について環境の保全及び創造に対する一貫した理念を持たせ、次の視点に立って定めます。

第六次大野市総合計画において、「くらし環境」分野におけるまちづくりの基本目標であ

る「豊かな自然の中で快適に暮らせるまち」について、さらに具体化し推進すること。

環境の保全及び創造に関する施策や指針を体系的に整理及び統合した上で、市民や事業

者における具体的行動や、効果が確保できるような数値目標を分かりやすく示すこと。

環境問題を提起し、環境の達成目標及び施策について広く周知するとともに、市民や事

業者の理解を深め、課題解決に向けた具体的行動を喚起すること。

世界、国、県の動きを把握し、先進的な流れを踏まえるとともに、令和 12年（2030 年）

までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標であるＳＤＧｓの考えを取り入れるこ

と。

近隣自治体、県、国との連携や市民との協働を念頭に置き、大野市の果たす責務を明ら

かにすること。

本計画でＳＤＧｓのうち、関連する 3．4．6．7．8．11．12．13．14．15．17 のゴールへ

の貢献を目指します。

ＳＤＧｓは、持続可能な開発目標の略で、平成 27 年（2015 年）９月

の国連総会で、「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され

ました。

これは、全ての国がともに取り組むべき目標で、持続可能な世界を実

現するための 17 の目標と 169 のターゲットが設定されています。

大野市では、第六次大野市総合計画において、計画に掲げる施策と

ＳＤＧｓの目標を関連付け、施策を展開することで、ＳＤＧｓを推進し、

将来にわたって持続可能なまちを目指すこととしています。

視点１

視点２

視点３

視点４

３ 基 本 的 視 点

視点５
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大野市環境基本計画が対象とする地域は、大野市全

域とします。ただし、広域的な問題に対する場合や市

域を超える範囲で施策を展開する場合などには、近隣

自治体や関係機関などと連携します。

５ 対象とする環境の範囲

大野市環境基本計画が対象とする範囲は、大野市環境基本条例第８条に掲げる施策の基本方針を推

進していく上で必要な範囲とします。

大野市環境基本条例第８条に掲げる施策の基本方針

（１）公害の防止に関すること

（２）水、大気、土壌その他の自然の構成要素の保全に関すること

（３）河川、水辺、農地、山林その他の自然環境の体系的な保全に関すること

（４）野生生物の種の保存その他の生物の多様性の確保に関すること

（５）良好な景観の形成及び歴史的文化的遺産の保存に関すること

（６）地下水の合理的利用及びかん養対策に関すること

（７）資源及びエネルギーの有効利用に関すること

（８）廃棄物の減量及びリサイクルの推進に関すること

（９）地球温暖化の防止、オゾン層の保護その他の地球環境の保全に関すること

（10）前各号に掲げるもののほか、環境への負荷の低減に関すること

４ 対 象 地 域

大野市
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大野市環境基本計画で対象とする環境の範囲は、先の施策の基本方針を踏まえて、次の環境要素を

対象としています。

大野市環境基本計画で対象とする環境の範囲

次の環境要素は大野市

環境基本計画では対象

とせず、大野市水循環基

本計画において、水循環

の健全化に向けた総合

的な取組の一環として、

その保全と向上を図る。

■自然環境のうち

「河川・湧水地」

■水循環の全て

 大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、
 騒音、振動、地盤沈下、悪臭

環境学習

環境情報など

オゾン層破壊

酸性雨など

人 づ く り 環境教育

廃棄物のリサイクル

エネルギー循環利用など

地 球 環 境 地球温暖化

水インフラなど

物 質 循 環 大気循環

水 循 環 水資源

水源保全

歴史的文化的遺産

公共空間

都市の緑など

河川・湧水地

農地・山林（里地・里山）など

快 適 環 境 景観

自 然 環 境 地形、地質

動物、植物

電波障害

光害

有害化合物質など

生 活 環 境 典型７公害

日照阻害
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６ 目 標 年 次

大野市環境基本計画は、第四次大野市総合計画と連携することを意図して、30 年後の令和 12 年度

（2030 年度）における都市像を展望しながら、平成 21年度（2009 年度）までの 10年間を第一期計画

期間として策定されました。

第二期環境基本計画は、まちづくりの基本目標の一つである「環境保全と美しい景観づくりのまち」

を実現するため、平成 22 年度（2010 年度）から平成 31 年度（2019 年度）までの 10 年間を計画期間

として策定されました。なお、計画期間中の平成 27 年度（2015 年度）に策定された第五次大野市総

合計画後期基本計画との整合を図るため、計画期間を 1年延長しています。

そして、今回の第三期環境基本計画は、第二期環境基本計画における取り組みと成果を引き継ぎつ

つ、新たな課題に対応することにより、第六次大野市総合計画の基本目標の一つである「豊かな自然

の中で快適に暮らせるまち」を実現するため、令和３年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度）

までの 10年間を計画期間として策定するもので、これまでの目標達成状況を検証するとともに、新し

い課題に的確に対応し、施策を着実に推進することで、より良い環境の創造を目指しています。

なお、第六次大野市総合計画後期基本計画の策定が見込まれる令和７年度（2025 年度）に中間評価

を行い、総合計画との整合性を図るなど必要に応じ、計画の見直しを行います。

大野市環境基本計画の目標年次

７ 推 進 主 体

大野市環境基本計画を推進していく主体は、次のとおりです。

大野市環境基本計画の推進主体

計画全般の進行管理、近隣自治体などとの連携、環境普及活動の推進など

環境に配慮した生活の実践、地域活動の推進など

環境保全型事業の展開、地域環境の向上につながる活動の推進など

市

市民

事業者

(目標年次）

第一期環境基本計画の期間 第二期環境基本計画の期間 第三期環境基本計画の期間

第一期・二期に展望した
環境像を確立するための

最終期間

(基準年次） (展望年次）

（2000年度） （2010年度） （2021年度） （2030年度）

平成12年度 平成22年度 令和3年度 令和12年度
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第２章

環境像と施策の体系

大野市の将来の望ましい姿を環境像として設定し、その実現に向けた基本目

標と施策の基本方針を定めるとともに、今後、推進していく重点施策等を体系

的に定めます。

１ 環 境 像

２ 基本目標と施策の基本方針

３ 施策の体系
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大野市の豊かな自然環境は、先人から受け継がれてきた何ものにも代えがたい財産です。特に大野

市民の共有財産といえる地下水は「生命の水」、「生産の水」として古来より親しまれてきました。そ

して、この水の恵みに対する市民の思いは、過去の大規模な井戸枯れの経験から「当たり前」が「あ

りがたい」に変化し、市民協力の下で行ってきた湧水再生の取り組みは、水の持つ力や水への感謝の

思いを日本全国や世界に伝え・運ぶ取り組みにまで発展しています。

私たちの生活は、経済発展や技術開発により豊かで便利になった一方で、身近な自然を減少させ、

限りある資源やエネルギーを消費し、大量の廃棄物を生み出してきました。このような生活や生産活

動は、市域にとどまらず地球規模での環境破壊をもたらしており、近年、地球温暖化が原因と考えら

れる異常気象とそれに伴う災害や、水・食料・エネルギーの枯渇問題など、私たちの生活への影響が

顕在化しつつあります。

また、人口減少や少子化、高齢化の進行という社会問題は、担い手不足による里地里山荒廃リスク

の高まりという環境問題にもつながっています。

大野市の豊かな自然環境を将来の世代に引き継ぐためには、これまでの生活や生産活動を見直し、

持続的な発展が可能なまちへの転換に向けて、「環境」「経済」「社会」の統合的向上や自然と人との「共

生」、地域と地域の「共生」を目指す取り組みを、市民協働により展開していかなければなりません。

環境像（大野市の将来の望ましい姿）

私たちは豊かな自然の中で生活しています。特に大野市では生活や生産活動に

水の恵みを受けています。

この環境像は、

①私たちが、九頭竜川の上流に住む者としての責任を自覚し、水を大切にす

る生活を送っている姿

②私たちが、３Ｒ1活動や省エネ対策に積極的に取り組むなど、地球環境保

全につながる生活を送っている姿

③私たちが、水に象徴される大野市の豊かな自然を生かした取り組みを通じ、

人と人、人と地域、地域と地域がつながり発展しあう生活を送っている姿

を表現しています。

1３Ｒ：リデュース（Reduce）：発生抑制、リユース（Reuse）：再使用、リサイクル：再利用（Recycle）の３つの頭文

字をとった、循環型社会の基本的な取り組みのこと。

水循環共生都市 越前おおの
～水、物、人がやさしくふれあうまちを目指して～

１ 環 境 像
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大野市の環境像である「水循環共生都市 越前おおの」の実現を目指して、計画的かつ総合的

な取り組みを推進していくための五つの基本目標及び施策の基本方針を次のように設定します。

基 本 目 標

①自然との共生社会の形成

先人から受け継がれてきた豊かな自然を、市民一人一人の力によって次世代へ
と守り伝えるとともに、その恵みを地域の発展に活用するなど、自然と経済活動
の調和のとれた社会を目指します。

②脱炭素型社会への移行

2035年までにカーボンニュートラルを達成させるため、省エネルギーの取り組み
や再生可能エネルギーの利用などにより、脱炭素型のライフスタイルや事業活
動が定着した社会を目指します。

③資源循環型社会の構築

３Ｒ（リデュース：発生抑制、リユース：再使用、リサイクル：再利用）活動を通じて
廃棄物の減量化と資源化に取り組む資源循環型の社会を目指します。

④快適な生活環境の保全

大気・水・土壌などを良好な状態に保ちつつ、歴史的、文化的遺産や自然景観
に囲まれた、安全・安心で快適に暮らせる生活環境を目指します。

⑤総合的な取り組みの推進

持続可能な社会の担い手を育む教育や、市民協働による地域の特性を生かし
た環境学習や自然環境保全の取り組みを推進するとともに、環境に関する情報
の収集と共有化を推進します。

２ 基本目標と施策の基本方針

地球環境の保全

資源及びエネルギーの有効利用

廃棄物の減量及びリサイクルの推進

公害の防止

良好な景観形成及び歴史的、文化的遺産の保存

総合的な環境対策

生物の多様性の確保

自然環境の体系的保全

施策の基本方針
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水
循
環
共
生
都
市

越
前
お
お
の

基本目標 施策の基本方針

良好な景観形成及び
歴史的、文化的遺産の保存

資源及びエネルギーの
有効利用

廃棄物の減量及び
リサイクルの推進

総合的な環境対策

環境像

③資源循環型社会の
構築

②脱炭素型社会への
移行

⑤総合的な取り組み
の推進

①自然との共生社会
の形成

自然環境の体系的保全

生物の多様性の確保

地球環境の保全

公害の防止
④快適な生活環境
の保全

自
然

の
構
成

要
素

の
保

全

３ 施策の体系
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重点施策

①農地（里地）の保全と活用
②山林（里山）の保全と活用

①脱炭素に向けた行動の促進
②脱炭素型のまちづくりの推進
③気候変動適応策の推進

①省エネルギーの推進
②再生可能エネルギーの利用促進
③森林吸収源対策の推進

①３Rによるごみ排出量削減の推進
②食品ロス削減の推進
③プラスチックごみ削減の推進

①公害発生の防止
②環境美化活動の促進
③野外焼却、不法投棄の防止

①良好な景観形成
②歴史的、文化的遺産の保存
③公園や空き家、空き地の適正管理の促進

①持続可能な社会の担い手を育む教育の推進
②市民協働の取り組みの推進
③環境情報の収集と共有化

①身近な自然とふれあう活動の推進
②野生動植物の保全
③地域資源の活用
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第３章

重点施策と主体別行動指針

大野市の環境像である「水循環共生都市 越前おおの」の実現に向けて、先に設定した

基本目標及び施策の基本方針ごとに目標と具体的施策を定めるとともに、市民や事業者の

行動指針を定めます。

１ 自然との共生社会の形成

２ 脱炭素型社会への移行

３ 資源循環型社会の構築

４ 快適な生活環境の保全

５ 総合的な取り組みの推進
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基本目標１ 自然との共生社会の形成

先人から受け継がれてきた、生活に安らぎと彩りを与えてくれる豊かな自然環境を次世代に伝える

ため、市民一人一人の力を合わせて守ります。

大野市の魅力の一つでもある豊かな自然に、世代を問わずふれあうことのできる場と機会を創出し

ます。

豊かな自然を地域資源と捉え、道の駅「越前おおの 荒島の郷」を活用したアウトドアの推進や体
さと

験型の観光プログラムによる都市との交流などにより地域振興を図ります。

多様な生き物が生息する自然環境を保全するため、生態系2の基盤である水循環3の健全化に向け、

流域マネジメント4を推進します。

大野市は、白山国立公園及び白山ユネスコエコパークに指定されている刈込池周辺や、奥越高原県立

自然公園に指定されている日本百名山である荒島岳をはじめとする山岳地帯、盆地を潤す九頭竜川水系

や湧水地など、豊かな自然を有しています。

この豊かで多様な自然環境を背景にさまざまな生き物が生息しており、絶滅のおそれのある野生動植

物として「福井県レッドデータブック（2016）」にリストアップされている希少な野生動植物は、県内

で最も多くの種類が確認されています。

このような、希少な生き物が生息する自然環境を次の世代に守り伝えていくためには、大野市の豊か

な自然環境に対する市民の認知と理解を高める取り組みが必要です。

2 生態系：ある地域において、そこに生息するすべての生物と、それを取り巻く環境要因（気象、土壌、地形、光、水、

温度、大気）をひとまとめにしたもので、生産者、消費者、分解者、還元者がそれぞれ存在し、無機物と有機物の代

謝が成立している状態。
3 水循環：水が、蒸発、下降、流下または浸透により海域などに至る過程で、地表水または地下水として河川の流域を中

心に循環すること。
4 流域マネジメント：流域に関わるさまざまな関係者が連携し、水循環に関する取り組みを行うこと。

令和12年（2030年）に向けた目標

資料：福井県レッドデータブックより大野市作成
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希少な野生動植物（種類）の確認件数図表 ３－１－１

施策の基本方針 生物の多様性の確保

現 状 と 課 題
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一方で、身近な自然環境は、農業用排水路のコンクリート化や道路整備などにより、かつてよく見ら

れたメダカやホタル、トンボといった生き物が減少してきています。

また、少子化や核家族化に伴う多世代交流で育まれてきた外遊びや自然遊びなどの減少、離農世帯の

増大など、ライフスタイルの変化に伴い、日常的に自然とふれあう機会が減少しています。自然環境を

守り育んでいくためには、自然とのふれあいを促進し、市民と自然の距離を縮める取り組みが重要です。

近年、地域住民らにより、ホタルやカタクリの保護、湧水地の再生、ビオトープ5作りなど、身近な自

然を保全・再生・創出する取り組みが実施されています。今後は、これらの市民活動を促進するととも

に、自然とのふれあいがもたらす健康や教育などへの効用に関する理解を深める取り組みを推進し、地

域の自然環境の保全及び再生活動への関心と参加意欲を高める取り組みが必要です。

また、それぞれのライフスタイルやライフステージに対応した自然とのふれあいの場を創出するとと

もに、自然とふれあう機会の充実を図っていく必要があります。

近年、農山村地域では、高齢化や人口減少に伴う農林業などの人間活動の縮小、積雪量の減少などか

ら、イノシシやニホンジカ、ニホンザルなどの特定の野生鳥獣の生息域が拡大し、農林業や生活環境、

生態系への被害が拡大しています。これまでも、地域ぐるみで有害鳥獣6対策を講じてきましたが、継続

的な取り組みが求められています。

5 ビオトープ：本来、生物が互いにつながりを持ちながら生息している自然環境そのものを示す言葉だが、特に、開発事

業などによって環境の損なわれた土地や校庭などに人の手によって造りだされた生物の生息・生育環境を指して言う

事が多い。
6 有害鳥獣：人間生活に対し、生命的、経済的に何らかの害を及ぼす鳥獣のこと。

大野市における鳥獣類による農林業被害面積及び被害金額の推移

出典：大野市

図表 ３－１－２
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また、意図的、非意図的に関わらず、人の手によって持ち

込まれた外来種7の中でも特定外来生物8は、生態系や農林水

産業だけでなく、人の健康などに重大な被害を及ぼす危険性

があります。大野市においても、本願清水イトヨの里におい

て特定外来生物であるコクチバスが確認されており、外来生

物の防除対策が求められています。

一方で、一定の気象条件がそろったときに現れる「天空の城 越前大野城」のＰＲや、星空や化石を

活用した観光体験プログラムの提供のほか、名水や恵まれた風土の中で育まれた食や地場産品のブラン

ド化など、大野市の自然や地域資源が持つ魅力を生かした取り組みが進められています。特に、令和３

年４月に開駅する道の駅「越前おおの 荒島の郷」では、民間事業者との連携によるアウトドアの拠点
さと

としての役割が期待されています。

【大野市水循環基本計画の位置付け】

生物多様性9の保全を進めるに当たって

は、生き物が生息する水辺、里地里山10など、

さまざまな生き物の生息・生育・繁殖環境

を守ることが重要です。大野市水循環基本

計画では、市域全体を一つの流域と捉え、

流域に関わる全ての主体と連携して、農地

や森林の有する多面的機能の維持・向上や

河川環境の改善、湧水地などの水辺空間の

保全・再生・創出などに取り組み、さらな

る水循環の健全化を目指すこととしてい

ます。

そこで、本計画に記載の取り組みのほ

か、大野市水循環基本計画に基づく流域

マネジメントにより、生物多様性の保全

を推進していきます。

7 外来種：もともとその地域にいなかったのに、人間活動によりその生物が本来有する能力で移動できる範囲を超えて、

外国や他の地域から入ってきた生物のこと。
8 外来生物：人間の活動によって国外から入ってきた生物のこと。外来生物法では、特に生態系や人命、農林水産物に悪

影響を与えるもの、与えるおそれのある生き物を「特定外来生物」として指定している。
9 生物多様性：さまざまな生態系が存在し、生物の種間及び種内にさまざまな違いが存在すること。生物多様性条約では、

生態系の多様性・種の多様性・遺伝子の多様性という３つのレベルで多様性を捉え、それぞれ保全が必要とされてい

る。
10 里地里山：奥山と都市の中間にあって、集落とその周りの森林及び農地で構成される地域を指す。古くから人々が慣れ

親しんできた雑木林、水田、草地などで、農林業に伴うさまざまな人の働きかけを通じて作り出され、維持されてき

た。

本願清水イトヨの里で発見された

特定外来生物（コクチバス）

資料：大野市
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（１）自然環境に対する関心を高める取り組みの推進

①市民団体や地域住民、市内小中学校による、地域にある里山や河川、湧水地など身近な自然やそ

こに生息する生き物を調査する取り組みを促進します。

②四季折々の自然が持つ魅力や、それらを体験できるレジャーや自然体験プログラムなどを広報紙

や市ホームページ、ＳＮＳなどを活用して情報提供します。

（２）身近な自然の保全・再生とふれあいの場の提供

①市民団体や地域住民、市内小中学校による、地域にある里山や河川、湧水地など身近な自然やそ

こに生息する生き物を保全・再生する取り組みを促進します。

②体験型観光施設や水辺空間など、自然を体験・体感できる施設の適正な維持管理に努めるととも

に、施設の魅力向上と利用拡大を図ります。

③水資源の有効利用を図り、まちと緑と水辺が融合した良好な空間や水路などの施設を適切に維持

管理するとともに、水を五感で感じることができる環境づくりに努めるなど、水の見えるまちづ

くり等を推進します。

④県や地域住民などと連携し、市民に親しみのある六呂師高原を、自然を学び楽しむ場として活用

します。

⑤化石を産出する地層を保護するとともに、県の研究機関と協力した調査研究や化石発掘体験など

を推進します。

（３）自然や生き物とふれあう機会の提供

①市民団体や関係機関と連携し、自然体験や農作業体験、自然観察会など、自然環境への関心を高

め、理解を深める体験学習を推進します。

②自然の中での健康ウォークやサイクリングなど、市民のライフステージごとの興味や関心、目的

に応じた自然との関わり方やふれあいの機会を提供します。

③地産地消や食育活動など、市民の日常的な生活の中で自然を身近に感じることのできる取り組み

を推進します。

（４）自然とのふれあい活動を行う人材育成の推進

①自然環境の保全・再生や身近な自然とのふれあいなどに取り組む市民や団体の活動を促進します。

②関係機関と連携して専門的な学習機会を提供し、生物多様性の重要性や保全の必要性に対する理

解を深める取り組みを推進するとともに、環境アドバイザーの拡充を図ります。

③情報や意見の交換を行うなど、自然環境の保全・再生や自然とふれあう活動に取り組む関係機関

や市民団体との連携強化に取り組みます。

重点施策① 身近な自然とふれあう活動の推進

市 の 取 り 組 み
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（１）生物多様性の保全

①健全な水循環が生態系の基盤となっていることを踏まえ、流域に関係する多様な主体と連携し、

生物多様性の保全や地域振興・経済活性化に資する生態系ネットワーク11の形成を推進します。

②県の関係機関や専門家などの協力の下、市内に生息する希少な野生動植物に関する情報を充実さ

せるとともに、市ホームページへの掲載やイベントでの展示などにより、広く情報発信します。

③本願清水イトヨの里におけるイトヨの保全活動などを通じ、生物多様性について周知、啓発を行

います。

④公共工事において自然環境の改変を伴う場合には、生態系に配慮した施設づくりに取り組みます。

（２）地域ぐるみによる有害鳥獣対策の促進

①大野市鳥獣害対策協議会を中心に、地域関係者が一体となって農林水産業や生態系への有害鳥獣

被害を防止する総合的な対策に取り組みます。

②自治会などを対象に、有害鳥獣被害の防止対策について講習会を実施するとともに、有害鳥獣捕

獲用檻の貸し出しや電気柵及びネット柵設置費に対し補助するなど、地域ぐるみによる対策を推

進します。

③有害鳥獣対策に取り組む人材の育成を推進します。

④県の鳥獣保護管理事業計画に基づき、個体数の調整を行うなど、鳥獣の保護管理に取り組みます。

（３）市民協働による外来生物の防除対策

①外来生物問題の基本認識である、外来種被害予防三原則（入れない、捨てない、拡げない）を遵

守するよう普及啓発を行います。

②外来生物による生態系や農作物に対する被害などを周知するとともに、特に甚大な被害を与える

ブルーギルやコクチバスなどの特定外来生物についての情報提供を市民に呼びかけ、早期発見、

早期駆除を図ります。

③イトヨが生息する本願清水をはじめとする、希少な野生動植物が生息する場所において、関係機

関との連携や市民協働により外来生物の防除を推進します。

（１）魅力ある自然環境の観光活用

①民間事業者と連携し、道の駅「越前おおの 荒島の郷」を拠点に、大野の自然を活用したアウト
さと

ドアを推進します。

②体験型の観光プログラムなどを通じ、市民と都市部の住民との交流人口の拡大を推進します。

③星空観察の適地である六呂師高原において、地域住民や県、大学、観光事業者と連携し光害12対策

11 生態系ネットワーク：保全すべき自然環境やすぐれた自然条件を有している地域を核として、生息・生育空間のつなが

りや適切な配置を考慮した上で、これらを有機的につないだネットワークのこと。
12 光害：「ひかりがい」。照明の設置方法や配光が不適切であるために発生する過剰または不要な光が、景観や周辺環境へ

及ぼすさまざまな影響のこと。

重点施策② 野生動植物の保全

重点施策③

市 の 取 り 組 み

地域資源の活用

市 の 取 り 組 み
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に取り組むとともに、星空を活用した観光を推進します。

（２）豊かな自然の恵みの経済活用

①水を活用した地域振興や地場産品のブランド化など、健全な水循環を通じた地域活性化を推進し

ます。

②山林の適正な管理を進めるため、木質バイオマス13発電所などでの間伐材14の活用促進に向けた支

援を行います。

③大野市の気候や風土に合った、多様な農林水産物の生産を促進するとともに、ブランド力の向上

と販路拡大に取り組みます。

（１）市の取り組み

①開発行為等に伴う生態系に関する事前協議の実施や緑地設置の指導

②法令に基づく希少野生動植物の適正な保護

③公共施設における緑地の適正管理

④市民らによる緑化活動の促進

⑤関係機関と連携した外来生物の調査と被害状況の把握

⑥各地区の環境資源の保全や活用のための行動指針の再検討

（１）市民の取り組み

①水辺や公園、野外施設などに出かけて、積極的に自然とふれあいます。

②自然環境で活動する際には、野生動植物の生息環境の保全に努めます。

③よく晴れた夜は、夜空を見上げて星空を観察します。

④ペットが野生化し、生態系に影響を与えることのないよう責任を持って管理・飼育をします。

⑤外来生物について正しい知識を身につけ、外来生物を「入れない、捨てない、拡げない」を守り

ます。

⑥地元の安全安心な農林水産物を購入し、地産地消に取り組みます。

（２）事業者の取り組み

①従業員などに対し野外活動を奨励し、野外活動の機会確保に努めます。

②敷地内に緑地を設置するなど、自然とふれあえる空間整備に努めます。

③野生動植物の生息地の保全に協力します。

④地域ぐるみで有害鳥獣対策に取り組みます。

⑤自慢の農林水産物を市内向けに出荷するなど、地産地消に取り組みます。

⑥自然との共生に十分配慮して、地域資源の経済的活用に取り組みます。

13 木質バイオマス：木材からなる再生可能な、生物由来の有機性資源（化石燃料は除く）のこと。
14 間伐材：将来立派な木を育成し、健全な森林にしてくため、過密になった木々の一部を計画的に伐（き）る作業（間伐）

によって伐採された木材。

そ の 他 の 施 策

主体別行動指針

その他の施策・主体別行動指針
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①生物多様性の認知度（生物多様性について意味を知っている市民の割合）

②イトヨの里の入館者数

①里地の環境保全活動に取り組む集落数

②希少野生動植物の確認種数

③有害鳥獣捕獲頭数

④郊外における観光入込客数

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

－ ５５％ ６０％

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

９，６８８人 １０，６５０人 １１，６００人

数 値 目 標

環 境 管 理 項 目

数値目標・環境管理項目

水生生物調査の様子 イトヨ（本願清水）

化石発掘体験の様子

（大野市化石発掘体験センター HOROSSA!)

捕獲されたイノシシ
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大野市の耕地面積は、ほぼ横ばいで推移しているものの、過疎化や高齢化などに伴い、耕作放棄地が

増加傾向にあります。農地は、農作物の生産の場としての役割のほか、地下水かん養15機能や身近な生き

物の生息空間、田園景観形成の場など多面的な役割を担っていることから、農地の荒廃や耕作放棄地の

増加を防ぐための対策が必要です。

これまで、「越前おおの型 食・農業・農村ビジョン」（平成 29 年改訂）に基づき、農薬や化学肥料

の使用を抑え、自然生態系本来の力を利用して行う環境調和型農業を推進してきました。

その取り組みなどが評価され、平成 25年に「環境王国16」に認定されています。

大野市の森林面積は平成 30 年度末現在で 75,827ha であり、市域の約 87％を占めています。

農地同様、過疎化や高齢化などの進行などにより必要な整備や適切な維持管理が行われていない森林

が増加しています。そのため、水源かん養や野生動植物の生息、その他森林レクリエーションの場など、

森林が持つ多面的機能が損なわれようとしています。

特に、近年、全国各地で地球温暖化17の影響とされる大災害が頻発しており、森林が持つ土砂災害を防

止する機能や、温室効果ガス18である二酸化炭素（ＣＯ２）の吸収源としての役割などを維持向上するた

めの取り組みが必要です。

平成８年に平家平のブナ林を含む 196ha を取得したほか、

水源地となっている山林の保護を目的に「大野市森・水保全

条例」（平成 25年）を制定しました。

しかし、森林整備や維持管理が行われていない民有林の経

営管理支援が課題となっており、平成 30 年度に創設された森

林環境譲与税19などを活用した取り組みが求められています。

15 地下水かん養：降雨やかんがい水などの地表の水が地下の帯水層に浸透して地下水になること。
16 環境王国：有識者で構成される民間団体が認定する、地域住民が築き上げた優れた自然環境と農業のバランスが保たれ、

安心できる農産物の生産に適した環境を有する地域のこと。
17 地球温暖化：化石燃料の燃焼などの人の活動に伴って発生するＣＯ２などの温室効果ガスが大気中に増加することによ

って地球の気温が上がる現象。異常気象の発生、農業生産や生態系への影響が懸念されている。
18 温室効果ガス：太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖める働きがある、大気中のＣＯ２やメタンなどのガスのこと
19 森林環境譲与税：都道府県・市区町村が、地域の実情に応じて森林整備及びその促進に関する事業を幅広く弾力的に実

施するための財源として、令和元年度から譲与が始まった地方譲与税。

0

100

200

300

400

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

耕地面積と水田率の推移

施策の基本方針 自然環境の体系的保全

現 状 と 課 題

環境調和型農業の対象面積の推移

図表 ３－１－４

（ha）

資料：大野市資料：北陸農政局の統計データを基に大野市作成

図表 ３－１－３

（ha）

90%

92%

94%

96%

98%

100%

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

耕地面積 田 水田率

平家平のブナ林

有機 JAS・福井県

特別栽培農産物

認証制度の対象

面積



24

（１）地域による農地の保全

①担い手への農地の集約と集積を促進することで、担い手や後継者不足による農地の荒廃や耕作放

棄地の拡大を防ぎます。

②農地パトロールや共同活動による畦畔管理など、地域による耕作放棄地拡大防止や農地保全活動

を促進します。

③土地改良事業などにより、農地が持つ生態系や景観に配慮した持続可能な農業基盤の整備に取り

組みます。

④新規就農者や後継者の確保と育成に取り組むとともに、若者や女性、非農家による農山村を守る

活動など多様な仕組みをつくります。

（２）環境調和型農業の促進

①化学肥料や化学合成農薬の使用を控えた環境調和型農業を促進するとともに、農薬などの適正管

理を徹底し、土壌汚染の防止を推進します。

②生態系の保全や農村景観の形成に配慮した農業用施設（用排水路など）の整備を促進します。

③水田や用排水路における生き物調査や農作業体験の実施など、里地を活用した交流活動を促進し

ます。

（１）森林の保全

①森林経営管理法に基づく森林経営管理制度20を活用し、管理ができていない森林を市が所有者から

の委託に基づき管理することで、森林の整備と保全を推進します。

②森林環境譲与税を活用して間伐を促進します。

③シカの食害やクマ剥ぎなどの獣害への対策を強化します。

④水源かん養機能21など森林が持つ多面的機能の維持を図るため、森林の無秩序な開発を防止します。

⑤新規就業者の研修に対し補助を行うなど、林業従事者の育成を支援するとともに、ドローンなど

の先進技術を取り入れるなど、担い手の確保と林業の効率化を推進します。

（２）森林資源の利活用促進

①山林の適正な管理を進めるため、木質バイオマス発電所などでの間伐材の活用促進に向けた支援

を行います。

②公共施設などへの木材利用を推進するとともに、木材のカスケード利用22を促進します。

20 森林経営管理制度：森林の経営管理が行われていない森林を市町村が仲介役となり森林所有者と民間事業者をつなぐこ

とで適切な経営管理を行う制度。
21 水源かん養機能：雨水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を一定とし、洪水を緩和させる機能や雨水が森林土壌を通過す

ることにより、水質を浄化する機能。

重点施策① 農地（里地）の保全と活用

重点施策②

市 の 取 り 組 み

山林（里山）の保全と活用

市 の 取 り 組 み
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③越前おおのエコフィールド23を活用したドングリなどの苗木の育成や植樹活動を推進するととも

に、「越前おおの森づくり基金」を活用した民間主導の森づくり活動を支援します。

④自然体験学習や環境教育などで、森林の多面的機能の普及や啓発を行います。

（１）市の取り組み

①農地法や大野市森・水保全条例などに基づく乱開発の防止

②農業振興地域整備計画の適正な運用

③自然に配慮した林道整備

（１）市民の取り組み

①耕作していない農地を貸し出し、農業にチャレンジしやすい環境づくりに協力します。

②農地の保全を心がけます。

③苗木育成の取り組みに参加します。

④県産の木材の利用に努めます。

（２）事業者の取り組み

①ＩｏＴやＡＩなどの先端技術を活用し、農作業の効率化を図ります。

②化学肥料や化学合成農薬の使用を軽減した環境調和型農業に取り組みます。

③大規模な伐採は控え、伐採後は大野市森林整備計画に基づき植林します。

④間伐材の有効利用に取り組みます。

①耕作放棄地の面積

②森林整備面積（間伐）

①農用地面積 ②形態別森林面積 ③広葉樹の植林面積 ④森林経営計画認定面積

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

３．０ha ３．６ha 以下 ４．１ha 以下

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

３４１ha ３５８ha ３７５ha

22 カスケード利用：カスケードとは、階段状に水の落ちる小さな滝のことで、 木材を建材などの資材やボード、紙など

として使い、利用できない部分は燃料として利用すること。
23 越前おおのエコフィールド：緑化活動や環境保全活動に取り組む拠点として整備された、上庄地区にある約３．２ha

の緑の広場。

そ の 他 の 施 策

主体別行動指針

環 境 管 理 項 目

数値目標・環境管理項目

数 値 目 標

その他の施策・主体別行動指針
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基本目標２ 脱炭素型社会への移行

Ø 温室効果ガス削減成果の見える化や削減対策を楽しく学ぶ取り組みなど、地球温暖化防止の啓発を

推進し、脱炭素型のライフスタイルや事業活動の定着を目指します。

Ø 木質バイオマスや水力など、地域資源を活用しつつ、周囲の自然や環境との調和のとれた再生可能

エネルギー24の利用を推進します。

Ø 既に現れている気候変動の影響や中長期的に避けられない影響を予測し備える「適応策25」を推進し

ます。

Ø 市域の約 87％を森林が占める強みを生かし、森林吸収源対策を推進します。

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）26第

５次評価報告書（平成 26 年（2014 年））によると、

20 世紀半ば以降に観測された温暖化は、人間の活

動による可能性が極めて高いことが明らかになっ

ています。国際的には、パリ協定27（平成 27 年（2015

年））に基づき、世界の平均気温上昇を産業革命以

前と比べて２℃未満に抑えることが世界の長期目

標とされています。

そこで、国は、令和２年（2020 年）10月に、令

和 32年（2050 年）までに脱炭素社会の実現を目指

すことを宣言するなど、脱炭素化の取り組みを大

きく加速させています。令和 12 年度（令和 2030

年度）までに平成 25年度（2013 年度）と比べて温

室効果ガスを削減する割合の目標値を、国は地球

温暖化対策計画（令和３年（2021 年））において

46％に、県では福井県環境基本計画（令和５年（2023 年））において 49％に設定し、中長期的な視点に

立った地球温暖化対策が進められています。

大野市における二酸化炭素（ＣＯ２）の排出量は、平成 25年（2013 年）以降年々減少していますが、

排出量から森林吸収量を差し引きした実質排出量は、令和２年（2020 年）時点で 71 千㌧であり、広大

24 再生可能エネルギー：太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱・大気中の熱・バイオマスなど、自然界に常に存在し、繰り

返し取り出すことのできるエネルギー。

25 適応策：地球温暖化による気候変動の影響を回避したり軽減したりするための対策。また、地球温暖化の原因となる温

室効果ガスの排出量の削減やＣＯ２の吸収源の増加を図る対策を「緩和策」という。
26 気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）：各国の研究者が、気候変動のリスクや影響及び対策について議論するた

めの公式の場として、国連環境計画及び世界気象機関の共催により 1988 年に設置された組織。
27 パリ協定：2015 年 12 月にフランス・パリで開催された「国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（ＣＯＰ21）にお

いて採択された「京都議定書」以降の新たな地球温暖化対策の法的枠組みとなる協定。

令和12年（2030年）に向けた目標

施策の基本方針 地球環境の保全

現 状 と 課 題 図表 ３－２－１ 第５次評価報告書

出典）IPCC「第５次評価報告書」

全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト

（http://www.jccca.org/）より
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な森林面積を有する大野市でも、ＣＯ２排出量

実質ゼロ（カーボンニュートラル28）を達成で

きていません。特に対策を実施しないと仮定

した場合（なりゆきシナリオ）の令和 32 年

（2050 年）のＣＯ２実質排出量は約 81千㌧と

推計されることから、このままではカーボン

ニュートラルは達成できません。

そこで、令和５年（2023 年）３月に、「大野

市脱炭素ビジョン」を策定し、国の目標であ

る令和 32 年（2050 年）よりも早い、令和 17

年（2035 年）までにカーボンニュートラルを

達成させるための基本戦略や取組方針等を明

らかにしました。本ビジョンでは、大野市の

特徴を生かした「結の心」による協働のまちづくり、豊富な自然や地域資源を活用したまちづくり、そ

して、脱炭素の取り組みを源泉とした、経済とエネルギーの域内循環によるまちづくりを進め、地域課

題との同時解決を目指すこととしています。本ビジョンに示す脱炭素の取り組みはあらゆる主体に関わ

ることから、市民、地域、事業者、行政が主体的に、かつ、互いに連携するなど、部門を超え総合的に

進める必要があります。

大野市ではこれまで、県と連携した地球温暖化ストップ県民運動「ＬＯＶＥ・アース・ふくい29」の普

及啓発を中心に取り組んできました。国際的・全国的な取り組みもあって「地球温暖化防止」に対する

市民意識は高まっていますが、具体的な行動変容には至っていません。

そこで、再生可能エネルギーの導入や省エネルギー（省エネ）の実践により、利便性や快適性、防災

力などが向上する脱炭素型のライフスタイルや事業活動の定着に向けた市民や事業者の行動を後押し

する取り組みを推進していく必要があります。

また、市の公共施設や公用車の老朽化が進み、大規模な改修や建て替え、更新の時期を迎えています。

そこで、費用対効果などを勘案し、これらの建て替えや施設改修、設備更新の機を捉えて、公共施設

の脱炭素化を推進していく必要があります。

気象庁の観測（気候変動監視レポート 2017）によれば、日本の年平均気温は 100 年あたりで約 1.24℃

上昇しており、大野市においても、昭和 52年（1977 年）から令和元年（2019 年）までの平均気温・最

高気温・最低気温の推移を見ると上昇傾向にあります。日本全国で気候変動の影響と思われる豪雨など

による災害が頻発・激甚化しており、このまま気温の上昇が進めば、異常気象による大規模災害の発生

だけでなく、水資源の不足や食料生産の減少、深刻な健康被害の発生などのリスクが高まることが懸念

されています。

そこで、温室効果ガスの排出抑制（緩和策）だけでなく、気候変動への適応を見据えた取り組みも進

めていく必要があります。

28 カーボンニュートラル：工場や家庭、自動車から出るＣＯ２の量から、森林による吸収量を差し引いた合計をゼロにす

ること。
29 ＬＯＶＥ・アース・ふくい：福井県が取り組んでいる、日常生活（Life）、事業活動（Office）、自動車利用（Vehicle）、

環境教育（Education）の各分野において地球温暖化防止の活動の輪を広げる地球温暖化ストップ県民運動。

図表 ３－２－２ ＣＯ２実質排出量の推移
（なりゆきシナリオにて推計）

資料：環境省推計マニュアルに基づき大野市作成
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（１）脱炭素型ライフスタイルや事業活動の促進

①県や関係機関と連携し、県民運動「デコ活ふくい30」を推進し、脱炭素型のライフスタイルや事業

活動の定着に取り組みます。

②ＣＯ２などの温室効果ガスの排出抑制量に加えて、経費削減や健康増進など二次的な効果を合わ

せて紹介するなど、「見える化」により、家庭でできる取り組みの普及啓発を図ります。

③省エネ家電や太陽光発電機器、エコ住宅といったＣＯ２削減効果のある製品などを取り扱う市内

の事業者（結のＥｃｏ協賛店）や業界団体と連携し、市民や事業者の省エネ・脱炭素型機器や設

備などへの買い換えや更新を促進します。

30 デコ活ふくい：2050 年カーボンニュートラル及び 2030 年度削減目標の実現に向けて、国民・消費者の行動変容、ライ

フスタイル変革を強力に後押しする国民運動の福井県版。「デコ活」とは、英語の脱炭素「デカーボナイゼーション」

と「エコ」を組み合わせた造語で、ＣＯ２を減らす環境に良い活動という意味が込められている。

日本における年平均気温の経年変化

図表 ３－２－４
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日平均 日最高 日最低

図表 ３－２－３

資料：気象庁の統計に基づき大野市作成

出典）気象庁「気候変動監視レポート 2017」

全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト

（http://www.jccca.org/）より

大野市における気象の経年変化

重点施策① 脱炭素に向けた行動の促進

市 の 取 り 組 み
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④カーボン・オフセット31について普及啓発を推進するとともに、市が行う森林施業などによる

ＣＯ２吸収量に対するＪ－クレジット制度32の活用について検討します。

⑤市民や地域、事業者、金融機関、大学、専門機関など市内のステークホルダー（利害関係者）と

連携し、部門を超えた総合的な脱炭素の取り組みを進めるとともに、脱炭素型社会の実現に向け

た仲間づくりとネットワーク化を推進します。

（１）公共施設等の脱炭素化の推進

①令和 32 年度（2050 年）時点で供用している見込みのある建物や設備の新築、改修、更新に当た

っては、脱炭素化を推進します。

②再生可能エネルギーを利用した設備の導入や固定価格買取制度（ＦＩＴ制度33）の買取期間が終了

したいわゆる卒ＦＩＴ電力など市内の再生可能エネルギーで発電された電力を活用したＣＯ２排

出係数34の低い電力の導入を推進します。

③公共施設や防犯灯、道路照明などのＬＥＤ化や、公用車の電動車35化など、省エネや省資源につな

がる設備への転換を図ります。

④大野市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）36に基づき、大野市の事務事業活動における温室効

果ガス排出量の削減に取り組むとともに、環境意識が高い職員を育成します。

（２）公共交通等の利用促進

①地域住民や沿線自治体、関係機関などと連携し、公共交通機関の利便性の向上を推進するととも

に、市民の日常的な利用促進を図ります。

②地域公共交通と連携し、医療・福祉・商業などの生活機能を確保した、高齢者が安心して暮らせ

るコンパクトなまちづくりを推進します。

③市民や観光客が安全で歩きやすい道路空間を創出するとともに、自動車に依存せずに楽しんで移

動ができる自転車を活用したまちづくりを推進します。

31 カーボン・オフセット：日常生活や企業の活動などで、どんなに努力をしても発生してしまうＣＯ２（＝カーボン）を、

森林による吸収や省エネ設備への更新により創出された他の場所の削減分で埋め合わせ（＝オフセット）する取り組

み。
32 Ｊ－クレジット制度：省エネ機器の導入や森林経営などの取り組みによる、ＣＯ２などの温室効果ガスの排出削減量や

吸収量を「クレジット」として国が認証する制度。
33 固定価格買取制度（ＦＩＴ制度）：主に再生可能エネルギーを普及拡大するため、再生可能エネルギーにより発電され

た電気の買取価格を法令で定める制度。発電した電気を電力会社などに、一定の価格で、一定の期間にわたり売電で

きる。
34 ＣＯ２排出係数：電力会社が一定の電力を作り出す際にどれだけのＣＯ２を排出したかを推し測る指標。
35 電動車：「電気自動車（ＥＶ）」「ハイブリッド自動車（ＨＶ）」「プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）」、「燃料電池

自動車（ＦＣＶ）」など、電気を動力源として使う自動車のこと。
36 大野市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）： 市の公共施設や公用車などから排出される温室効果ガスの削減目標や

取り組みをまとめた計画。

重点施策② 脱炭素型のまちづくりの推進

市 の 取 り 組 み
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（１）自然環境に与える影響の把握

①国や県、専門機関を通じ、気候変動に関する自然環境などへの影響について科学的な知見に基づ

く情報を収集するとともに、市民や事業所に対し、適応策の必要性を啓発します。

②気候変動が水循環に与える影響について、大学などの研究機関の協力の下、必要に応じ調査研究

を行うとともに、健全な水循環の維持に必要な適応策の検討を行います。

③県や関係団体と連携し、猛暑などの影響を軽減するための農法や高温耐性品種に関する情報提供

を行うなどし、農業分野における適応策を推進します。

④熱中症予防に関する市民への情報提供を行うとともに、熱中症への対応方法などの周知を行います。

（２）自然災害対策の推進

①国や県、流域市町などあらゆる関係者が協働して、「流域治水」に取り組みます。

②大規模災害発生時の災害廃棄物を適正に処理するため、災害廃棄物処理計画37の策定や県や近隣自

治体との広域連携体制の強化などに取り組みます。

（１）市の取り組み

①酸性雨やオゾン層破壊等の地球規模の環境問題の普及啓発

②ノンフロン使用製品の利用促進

③フロン類の回収と適正処理の普及啓発

（１）市民の取り組み

①節電に心がけます。

②省エネ性能の高い家電などに買い換えます。

③宅配は、日時を指定するなど、再配達とならないように受け取ります。

④自家用車の利用を控えて、自転車や公共交通機関を積極的に利用します。

⑤気候変動が及ぼす影響について、積極的に情報収集します。

（２）事業者の取り組み

①節電に心がけます。

37 災害廃棄物処理計画：大規模な地震や風水害などの発生時に、建物被害によるがれきや倒壊家具などの片付けごみを主

とした大量の災害廃棄物を迅速に処理するための計画。

重点施策③ 気候変動適応策の推進

そ の 他 の 施 策

市 の 取 り 組 み

主体別行動指針

その他の施策・主体別行動指針
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②社員のクールビズやウォームビズを奨励します。

③ノーマイカー運動を定期的に実施します。

④猛暑などの影響を軽減するための農法や高温耐性品種を取り入れます。

⑤大規模災害に備え、事業継続力を強化します。

①大野市内の温室効果ガス実質排出量（ＣＯ２換算）

②大野市の事務事業におけるエネルギー使用量（原油換算）

③ゼロカーボン施設の数（公共施設）

①ＪＲ越美北線利用者数

②バス利用者数

③降雨の水素イオン濃度

基準値（Ｒ２年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

７１千ｔ-ＣＯ２ ４９千ｔ-ＣＯ２ ２５千ｔ-ＣＯ２

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

４，５５４kℓ ３，８７１kℓ ２，７８０kℓ

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

０施設 ３施設 ５施設

数 値 目 標

数値目標・環境管理項目

環 境 管 理 項 目
越美北線とハナモモ（勝原）

『＃まいおおのフォトコンテスト】応募作品より
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市内のＣＯ２排出量（令和２年（2020 年）度推計値）は 221 千㌧（ＣＯ２換算）で、部門別の比率を

全国と比較すると、産業部門は約 12 ポイント低い一方で、民生部門は約 18 ポイント高くなっています。

大野市の特徴として、産業・民生・運輸の 3部門がほぼ同じ排出量割合であることから、それぞれの部

門において脱炭素化に向けた取り組みを進める必要があります。

0 50 100 150 200 250 300 350

R2
(2020)

H29
(2017)

H25
(2013)

①製造業 ②建設業・鉱業 ③農林

水産業

④業務 ⑤家庭 ⑥旅客

自動車

⑦貨物

自動車

⑧鉄道 ⑨船舶 ⑩一般

廃棄物

図表 ３－２－５ 温室効果ガス（ＣＯ２）の排出割合（令和２年（2020 年））

資料：大野市作成

図表 ３－２－６

資料：環境省推計マニュアルに基づき大野市作成
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大野市は大都市と比べて持ち家率が高く、また、生活及び事業活動ともに自動車に依存していること

から、住宅や自家用車から排出されるＣＯ２排出量の削減に取り組む必要があります。

また、市内におけるハイブリッド車や電気自動車などの普及率（令和３年度（2021 年度））は 13.5％

で、県 16.9％よりも下回っている状況にあり、電動車の普及拡大を推進する必要があります。

令和３年（2021 年）に閣議決定した「第６次エネルギー基本計画」において、国は、令和 12年（2030

年）のエネルギーミックス38の内訳として、再生可能エネルギーを 36％～38％程度まで拡大することを

目指すこととしています。目標達成のため、徹底した省エネや再生可能エネルギーの最大限の導入など

により進めていくこととしています。

また、平成 24 年（2012 年）から始まったＦＩＴ制度により、事業者のみならず、各家庭においても

太陽光発電設備を設置するなど、全国的に再生可能エネルギーの普及拡大が進んでいます。

中小水力発電については、環境省の調査によると、大野市における導入可能性量が県内で最も大きい

ことから、民間事業者主導で整備が進められています。

太陽光発電については、冬季間の日照不足や積雪による発電量の低下や、積雪による太陽光パネルや

架台の損傷の恐れなどの理由から普及が進んでいません。市内での普及には、発電性能の向上や壁面設

置を容易とする製品の実用化など、技術的な発展が必要です。

38 エネルギーミックス：社会全体に供給する電気を、さまざまな発電方法を組み合わせてまかなうこと。「電源構成」と

呼ぶこともある。

図表 ３－２－７ 大野市内の電動車（ハイブリッド車等）の保有台数

資料：（一財）日本自動車検査登録情報協会資料を基に大野市作成
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平成 28 年（2016 年）に、木質バイオマス発電所が操業を開始しており、市内の森林施業により発生

した間伐材などが燃料として使用されています。これにより、未利用間伐材の利活用や、森林間伐促進

による林業関係者の雇用増大、ＣＯ２吸収源としての森林保全という好循環が生まれています。

引き続き、周囲の自然や環境と調和のとれた再生可能エネルギーの利用促進に取り組む必要がありま

す。

また、大野市民および事業者が支払っている１年間のエネルギー代金は、29億円が市外に流出してお

り、エネルギー収支が赤字の状態です。その内訳は、石油・石炭燃料等（ガソリン・軽油など）が約 9

割を占めています。経済とエネルギーを域内循環させるためには、水力やバイオマス、太陽光発電など

市内で作った再生可能エネルギー由来の電力を市内で使う「再エネの地産地消」を進め、市外からのエ

ネルギー購入額を減らす必要があります。

大野市は、市域の約 87％を森林が占めるなど広大な森林面積を有しており、県内で最も広い面積の森

林施業及び保護を行っています。この地域特性を生かし、森林によるＣＯ２吸収を維持するためには、

間伐や主伐、再造林などの森林施業や木材利用の促進により、森林資源の循環利用を進めていく必要が

あります。

（１）住宅・建物部門における省エネの推進

①民間事業者と連携し、建物や設備の省エネ性能の向上や再生可能エネルギーの活用などにより、

建物における使用エネルギーが概ねゼロとなる建物「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥ

Ｈ）」及び「ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）」や長期優良住宅39の普及を促進します。

②県や業界団体と連携し、事業者向けの講習会や国や県の支援策の周知などにより断熱性能を高め

るリフォームを推進し、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）に

基づく省エネ基準に適合した住宅の普及を推進します。

39 長期優良住宅：長期にわたり良好な状態で使用するための措置を講じられた優良な住宅のこと。通常の住宅より省エネ

性能に優れている。

重点施策① 省エネルギーの推進

市 の 取 り 組 み

市内のエネルギー代金の内訳図表 ３－２－９

資料：2018 年版 地域経済分析システムを

基に大野市作成
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（２）産業・農業部門における省エネの推進

①国の補助制度に関する情報の提供や省エネ診断の受診支援により、事業者の省エネ性能の高い設

備や機器の導入を促進します。

②市内における温室効果ガス排出量の多い事業所の把握に努め、必要に応じＣＯ２の排出量削減に

向けた支援策を検討します。

（３）運輸部門における省エネの推進

①ハイブリッド自動車を含めた電動車の普及を促進します。特に、災害時の給電設備として活用で

きる電気自動車やプラグインハイブリッド車などの普及拡大を推進します。

②電気自動車の普及拡大を目的に、公共施設や民間施設への充電設備設置を推進します。

③講習会や出前講座の実施や民間事業者と連携した啓発活動により、エコドライブ40の普及を推進し

ます。

（１）再生可能エネルギーの利用促進

①再生可能エネルギーの重要性や国の制度を分かりやすく説明するなど、住宅や事業所などにおけ

る蓄電池を活用した需給一体型の太陽光発電設備の導入を促進します。

②木質バイオマスや水力など、周囲の自然や環境と調和のとれた再生可能エネルギーの利用を促進

します。

③公共施設や避難拠点などにおいて、防災計画などと整合性を図りつつ、防災力の強化につながる

太陽光発電や蓄電池などの導入を検討します。

④県内有数の発電ポテンシャルを生かし、山間部の河川や農業用水などでの中小水力発電設備の導

入を促進するとともに、発電した電力の市内利活用を検討します。

⑤産業振興への活用や中心市街地への供給を目的に、電力事業者と連携し、市内卒ＦＩＴ電力の利

活用やオフサイト型41ＰＰＡ42など再エネの地産地消スキームを検討します。

（２）バイオマスの利用促進

①木質バイオマス発電の燃料となる間伐材を安定的に供給するため、森林組合などによる間伐材を

活用した取り組みを支援します。

②未利用資源のもみ殻や木質チップ等について、ボイラ―や空調設備等の燃料として利活用できな

いか検討します。

40 エコドライブ：適正なタイヤ空気圧の点検、アイドリングストップ、急発進・急加速・急ブレーキを控えるといった、

ＣＯ２等の排出削減のための自動車などの運転方法。
41 オフサイト型：電力を使う場所から離れた場所に再エネ発電設備を設置し、電力を供給する形式。屋根置きなど電力を

使う場所に設置する場合はオンサイト型。
42 ＰＰＡ：発電事業者が、需要家（家庭や工場）の敷地内に太陽光発電設備を発電事業者の費用により設置し、所有・維

持管理をした上で、発電設備から発電された電気を需要家に供給する仕組み。

重点施策② 再生可能エネルギーの利用促進

市 の 取 り 組 み
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（１）森林吸収源対策の推進

①間伐に加え、主伐・再造林を進め、「伐って、使って、植えて、育てる」という木質資源の循環

利用を推進します。

②民間や公共建築物の木造化・木質化、公共事業等での木材利用を促進します。

③林業事業体への支援を通じて、新しい担い手の確保や人材育成を推進します。

④森林や木に触れる体験活動など、森林環境教育や木育イベントを推進します。

（１）市民の取り組み

①省エネと創エネ43で建物における使用エネルギーの「正味ゼロ」を目指します。

②エコドライブを心がけます。

③省エネに配慮した物品を購入します。

④太陽光発電設備や蓄電池などの住宅への導入に努めます。

⑤電気自動車など環境に配慮した自動車への買い換えに努めます。

⑥県産材の木材利用に努めます。［再掲］

（２）事業者の取り組み

①省エネと創エネで建物における使用エネルギーの「正味ゼロ」を目指します。

②エコドライブを心がけます。

③機器や設備を省エネ設備に転換します。

④太陽光発電や蓄電池などの再生可能エネルギー利用設備の導入に努めます。

⑤電気自動車など環境に配慮した業務用自動車の導入に努めます。

⑥間伐材の有効利用に取り組みます。［再掲］

①木質バイオマス発電に活用した間伐材の量（補助数）

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

７，５９５㎥ ７，９７５㎥ ８，３５５㎥

43 創エネ：創エネルギーの略。自治体や企業、一般家庭が自らエネルギーを創り出す考え方・方法のこと。

主体別行動指針

数 値 目 標

数値目標・環境管理項目

その他の施策・主体別行動指針

重点施策③ 森林吸収源対策の推進

市 の 取 り 組 み
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②再生可能エネルギーの導入量（新規）

①電動車の普及台数

②公用車における電動車台数

③自動車登録台数

④太陽光発電による買電件数

⑤太陽光発電以外の再生可能エネルギー発電施設数

⑥長期優良住宅の認定件数

基準値（Ｒ２年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

― １．７千 kW ３．４千 kW

環 境 管 理 項 目
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基本目標３ 資源循環型社会の構築

Ø 市内量販店及び地区と連携した資源ごみの回収や市民団体による啓発活動など、官民協働による３

Ｒ（リデュース：発生抑制、リユース：再使用、リサイクル：再利用）が推進される資源循環型社

会44を構築します。

Ø 特に、燃やせるごみに占める割合が大きい紙ごみ（雑がみ）の分別徹底や、食品ロス45削減の取り組

みを強化するとともに、「脱プラスチック46」を促進し、廃棄物の発生と処理費用を抑制します。

一般廃棄物47の排出量は減少傾向にありますが、市民１人１日当たりのごみ排出量は、平成 29年度か

ら増加に転じており、国や県の平均を大きく上回っている状況にあります。

また、資源化率は、古紙類をごみステーションで収集していることなどから国や県平均を上回ってい

ますが、平成 26 年度以降、低下傾向にあります。

44 循環型社会：天然資源の消費量を減らして、環境負荷をできるだけ少なくした社会。この社会の実現には、①ごみを出

さない②出たごみはできるだけ利用する③どうしても利用できないごみはきちんと処分することが必要。
45 食品ロス：売れ残りや期限切れの食品、食べ残しなど、本来食べられるのに廃棄されてしまう食品。
46 脱プラスチック：「プラスチック製品をできるだけ作らない・使わない」「作る場合にはリサイクルすることを前提に作

る」という行動。
47 一般廃棄物：廃棄物の処理及び清掃に関する法律の対象となる廃棄物のうち、産業廃棄物以外のもの。一般家庭から排

出されるいわゆる家庭ごみ（生活系廃棄物）のほか、事業所などから排出される産業廃棄物以外のごみも事業系一般

廃棄物として含まれる。
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一般廃棄物の処理費用を抑制するためにも、燃やせるごみとして処理されているごみの量を減らす必

要があります。

大野市では、これまで、地区や市民団体、学校などに直接出向く「出前講座」の開催や地区推薦のリ

サイクル推進員を通じた普及啓発活動のほか、レジ袋削減を目的とした市内スーパー・ドラッグストア

及び商店街振興組合連合会と消費者団体、市の三者間の協定書締結など、ごみ発生の抑制と分別による

資源化に取り組んできました。

大野・勝山地区広域行政事務組合が実施した

ごみ質測定（令和元年実施）では、ビュークリ

ーンおくえつに搬入された一般廃棄物の燃やせ

るごみの約 32％を占める紙類には、リサイクル

が可能な新聞紙や段ボール、雑誌のほか、菓子

箱などの「雑がみ」が多く含まれていました。

また、同じく約 24％を占める食品廃棄物（生

ごみ：厨芥類）のうち約 14％が賞味期限や消費
ちゅうかい

期限切れなどの理由から未使用のまま捨てられ

ていました。資源の消費抑制と環境負荷の低減

のためにも、市民（消費者）、事業者、行政がそ

れぞれ適切な役割を担い、３Ｒに取り組んでい

く必要があります。

また、プラスチックごみは、大野市ではサー

マルリサイクル（熱回収）48による処理を行って

いますが、海洋プラスチック問題49などの対策と

して、「脱プラスチック」を促進していく必要が

あります。

48 サーマルリサイクル（熱回収）：廃棄物の処理の際に発生する熱を、エネルギーとして回収して利用すること。プラス
チックを焼却するにあたって、温室効果ガスであるＣＯ２が発生するが、食品が付着したプラスチック類を埋めて、
それが腐敗した際に発生するメタンガス（ＣＯ２に比べ温室効果が高い）の発生を抑えることができる。

49 海洋プラスチック問題：自然界で分解されにくいプラスチックが海に流れ出し、海流や波、風によって世界の海に広が
り、海の生態系に大きな影響を与えている問題。紫外線などにより小さくなったマイクロプラスチックは、魚を通じ
て私たちの身体にも入ることが懸念されている。

ごみ排出量の内訳（令和元年）
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32.1%

布類
7.2%

ビニー
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20.2%
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類
14.0%

ちゅう芥

類
24.1%

不燃物類・その他
2.4%

ごみそのままの重量割合

図表 ３－３－３

資料：大野・勝山地区広域行政事務組合「ごみ質測定」

を基に大野市作成
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（１）ごみ発生抑制の促進(リデュース)

①ごみ処理の現状や課題に関する学習会など、市民や事業者がごみ排出量の削減効果に対する理解

を深める取り組みを推進します。

②市民団体や業界団体などと連携し、使い捨て製品の使用を「控える」、「販売しない」などの、ご

みを出さないライフスタイルや事業活動を促進します。

③市行政事務の電子化を推進し、文書のペーパーレス化に取り組みます。

（２）「モノ」を大切にする生活様式の定着化（リユース）

①子育て世代同士の使わなくなった子育て用品の譲渡など、需要と供給が一致するリユースの取り

組みを促進します。

②県が進める「まちの修理屋さん50」を紹介する取り組みを市民に周知するとともに、市内の登録事

業者の拡充を図ります。

（３）分別回収の推進（リサイクル）

①家庭から排出されるごみの多くを占めている紙ごみの分別を促進するため、各種講座を開催する

など、分別徹底を啓発します。

②各種リサイクル法51などの周知啓発を実施するとともに、市内量販店などと連携した資源ごみ回収

や市民の集団回収など、官民協働によるリサイクルを促進します。

③魚残の資源化処理経費に対し補助するなど、食品廃棄物のリサイクルを促進します。

④公共事業においてリサイクル資材の利用を推進します。

⑤「大野市環境マネジメントシステム」に基づき、大野市で購入する物品などのグリーン購入52を推

進します。

（１）発生抑制のための普及啓発

①食品ロスの現状と課題に関する学習会など、市民や事業者が食品ロスの抑制効果に対する理解を

深める取り組みを推進します。

②消費教育や食育活動などの関係市民団体と連携し、食品ロス抑制のための普及啓発活動を推進し

ます。

50 まちの修理屋さん：福井県の取り組みで、日用品などの修理を行っているお店のこと。店名、品目、内容などの情報が
県ホームページで提供されている。

51 各種リサイクル法：家電リサイクル法（対象：エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機）や小型家電リサイクル法

（対象：デジタルカメラやゲーム機といった小型電子機器など）など。
52 グリーン購入：商品やサービスを購入する際に必要性をよく考え、価格や品質だけでなく、環境への負荷ができるだけ

小さいものを優先的に購入すること。2001 年にグリーン購入法が制定され、国などによるグリーン購入の促進につ
いて定められている。

重点施策① ３Ｒによるごみ排出量削減の推進

重点施策②

市 の 取 り 組 み

食品ロス削減の推進

市 の 取 り 組 み
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（２）協働による削減推進

①「おいしいふくい食べきり運動53」協力店の拡充を図るとともに、それらに関する情報発信などを

通じ、市民が協力店を積極的に選択する機運の醸成を図ります。

②市民団体や事業者などと連携して、フードドライブ54などの取り組みを推進します。

（１）プラスチック使用量削減の普及啓発

①海洋プラスチック問題に関する学習会など、市民や事業者がプラスチックごみの排出量削減に対

する理解を深める取り組みを推進します。

②使い捨てのプラスチック製容器包装・製品の使用削減を図るため、マイバッグやマイボトルなど

の利用を促進します。

（２）プラスチックごみの分別回収方法の検討

①国や県の動向を注視しつつ、必要に応じ、幅広い関係者にとって分かりやすく、効果的かつ効率

的なプラスチックごみの分別回収方法を検討します。

（３）再生材・バイオプラスチック55の利用促進

①事業者の再生素材やバイオプラスチックなどの再生可能資源を使用した代替品の利用を促進し

ます。

②市の物品購入などにおいて、再生素材やバイオプラスチックなどの再生可能資源を使用した代替

品の購入を推進します。

（１）市の取り組み

①ごみステーション設置費に対する補助

②事業系一般廃棄物の処理方法や管理体制などの指導

③一般廃棄物処理業者などに対する監督、指導

④農業用使用済資材の適正処理の指導

⑤公共工事等におけるマニフェスト制度56の適正管理

53 おいしいふくい食べきり運動：県産食材の使用や料理の食べきり、残ってしまった料理の持ち帰りなど、家庭や飲食店

で食品ロスを削減するための県の取り組み。
54 フードドライブ：家庭などで余っている食料を持ち寄り、福祉団体などを通じて必要としている人や団体などに寄付する

活動。
55 バイオプラスチック：微生物によって生分解される「生分解性プラスチック」及びバイオマスを原料に製造される「バ

イオマスプラスチック」の総称。
56 マニフェスト制度：産業廃棄物の排出事業者が処理業者に処理を委託する時、不法投棄の防止や適正処理を推進する目

的で定められた制度。マニフェストには廃棄物の名称、数量、性状、運搬業者名、処分業者名などを記載し、排出事
業者、収集運搬業者、処分業者の間で受け渡す。排出事業者は伝票を保管しなければならない。

重点施策③ プラスチックごみ削減の推進

そ の 他 の 施 策

市 の 取 り 組 み

その他の施策・主体別行動指針
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（１）市民の取り組み

①詰め替え商品や繰り返し使える商品を選ぶなど、ごみとなるものの購入は控えます。

②壊れたものは安易に捨てず、「まちの修理屋さん」で修理できないか確認します。

③不用品でまだ使えるものは、捨てる前に、必要としている人がいないか探します。

④地域の資源回収活動などに積極的に参加します。

⑤菓子や食品の空箱、ダイレクトメールなどの「雑がみ」は、燃やせるごみとして捨てず、資源ご

みに分別します。

⑥買い物に出かける前に、冷蔵庫の中を確認します。

⑦飲食店では、適量注文を心がけます。また、食べきれなかった料理はお店の人に確認して、持ち

帰ります。

⑧マイバッグやマイボトルを持参し、使い捨てのプラスチック製品は使わないようにします。

（２）事業者の取り組み

①廃棄物の排出量を記録するなど、廃棄物の種類や量を把握するとともに、分別と適正な処理を行

います。

②詰め替えや簡易包装の商品、エコマークなどの認証商品の積極的な製造・販売を心がけます。

③「まちの修理屋さん」に登録するなど、リユースの取り組みに参加します。

④ミスプリントなど、片面のみが印刷されている用紙は捨てずに裏面も利用するとともに、紙ごみ

は「雑がみ」も含めて資源化します。

⑤地域の資源回収活動などに積極的に協力します。

⑥ばら売り、食材の有効活用、適量注文の呼びかけや食べきれなかった料理の持ち帰りへの対応な

ど、食品ロスの削減に努めます。

⑦使い捨てのプラスチック製品は、繰り返し使用できるものやバイオプラスチック製品への切り替

えに努めます。

⑧消費者のマイバッグ、マイボトル、マイ箸運動に協力します。

主体別行動指針

マイエコバッグ作りの様子資源ごみの集団回収の様子
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①市民１人１日当たりのごみ排出量

②ごみの資源化率

③食品ロスの発生量

①一般廃棄物処理量

②集団回収量

③資源化量

④再生資源を利用した市発注工事の件数

⑤「おいしいふくい食べきり運動」協力店の件数

⑥ごみ減量や分別方法などに関する講座等の実施回数（参加人数）

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

９５０ｇ ９３９ｇ ９１９ｇ

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

２１．９％ ２５．９％ ３１．０％

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

８９８．５ｔ ７６２．９ｔ ６２７．２ｔ

数 値 目 標

数値目標・環境管理項目

環 境 管 理 項 目

収集したごみを処理施設に搬入する様子

圧縮梱包された資源ごみ

カン ペットボトル

ダンボール
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基本目標４ 快適な生活環境の保全

Ø 法令に定められた排出基準や規制基準の遵守を徹底するとともに、市内河川における水質検査

などのモニタリングを継続実施し、安全で安心な市民生活を守ります。

Ø 地域の草刈りや清掃など地域住民による活動を支援するとともに、市民が楽しみながら参加で

きる取り組みを通じて、環境美化を推進します。

Ø 城下町大野にふさわしい歴史を感じる街並み景観の保全と形成に取り組むとともに、大野らし

い景観を育む里地里山の美しい自然景観の保全に取り組みます。

大野市における典型７公害（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭）による

大規模な被害などは報告されておらず、大気汚染物質である二酸化窒素や水の汚れを示すＢＯＤ57などの

指標は、国の環境基準58を満たしており、大野市の生活環境は、良好に保たれていると言えます。

また、公害発生を未然に防止するため、県と市それぞれが法令に基づき、事業活動による公害の防止

対策や環境基準の監視、工場排水などの検査などを実施しています。市民への健康被害への不安を払拭

し、安全・安心に暮らせる生活環境を確保していくため、引き続き、県と連携して、これらの取り組み

を進めていく必要があります。

●大気汚染の状況

大野市における大気汚染の状況は、県が設置し

た一般環境大気測定局（水落町）により常時監視

されています。

光化学オキシダント59は、特に紫外線の強い春夏

に環境基準を超えることがあります。光化学オキ

シダントが高濃度になると健康被害を及ぼすお

それがあるため、県と市町、学校などとの間で高

濃度観測時の連絡体制が構築されていますが、注

意報を発令するまでには至っていません。

57 ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）：水中の有機物質が微生物の働きによって分解されるときに消費される酸素の量。河

川や排出水、下水などの汚濁の程度を示す代表的な指標の一つで、この値が大きいほど水中の有機物質が多く、水が

汚れているといえる。
58 環境基準：人の健康の保護及び生活環境の保全の上で維持されることが望ましい基準として、環境基本法に基づき定め

られている、大気、水、土壌、騒音に関する行政上の目標。
59 光化学オキシダント：工場や自動車からの排出ガスに含まれている窒素酸化物や炭化水素が紫外線による化学反応を繰

り返すことで生じる酸化性物質の総称。高濃度になると光化学スモッグ（白くもやがかかって周囲の見通しが悪くな

った状態）が発生し、目や呼吸器などの粘膜を刺激するなどの健康被害が発生することがある。

図表 ３－４－１ 二酸化窒素の現状

資料：福井県大気汚染情報の資料を基に大野市作成

令和12年（2030年）に向けた目標

施策の基本方針

現 状 と 課 題

公害の防止
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元
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平均値 達成率

（ppm） （%）

環境基準：1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppmのゾーン

　　　　　　　内またはそれ以下。

達成率：１年間の大気汚染測定結果について、地点および項目ご

　　　　　との測定結果が環境基準を満足した回数の全測定回数に

　　　　　占める割合。

※環境基準（0.06ppm以下）
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●水質汚濁、土壌汚染、地盤沈下の状況

大野市における河川の水質状況は、県の常時監視に加えて、市独自の水質調査を継続的に実施

しており、いずれの河川においてもおおむね市の水質目標を満たしています。

しかしながら、市街地を流れる中小河川や道路側溝については、浄化処理のされていない生活

雑排水などが直接流れ込んでいる箇所も少なくなく、河川水の水質悪化や悪臭の発生などの悪影

響が懸念されています。

また、九頭竜川の最上流部に住む者として、「きれいで豊富な水を下流に送るという重要な役

割を担う責任」を自覚した行動が求められています。

単独処理浄化槽から公共下水道などへの加入または合併処理浄化槽60への転換促進などによる

生活雑排水対策を実施していますが、今後も継続した取り組みが必要です。

土壌汚染は、地下水汚染と一体的に捉えられ、ひとたび汚染されると、市民の多くが飲料など

に使用している地下水に大きな影響を及ぼすおそれがあります。

大野市では、平成 13 年度から、地下水の水質調査（水道法に定める項目）を大野盆地内 41地

点において継続的に実施しています。乾側地区では、マンガンや鉄の含有数値が基準値を超える

ことがありますが、人為的なものではなく地質が原因と考えられます。その他の地点では、おお

むね水道水質基準を満たしています。

平成元年に本町を中心とした市街地の一部で発生した地下水汚染事故については、汚染濃度が

低下傾向にあるものの、発生源近くでは、令和元年度の水質検査においても水道水質基準を超え

る数値が検出されているため、浄化対策を継続的に実施しています。

このように、地下水の汚染は長期化することが予想されることから、引き続き土壌汚染と地下

水汚染の未然防止対策の推進が必要です。

地盤沈下は、粘土地質が広がる乾側地区や赤根川に沿う地域で市街地西部から北部にかけて発

生が認められ、今後も定期的に状況を監視していくことが必要です。
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2.0 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

九頭竜川）（ ℓmg/
■ 目標値
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真名川）（ ℓmg/
■ 目標値
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清滝川）（ ℓmg/
■ 目標値

0.0 

1.0 

2.0 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

赤根川）（ ℓmg/
■ 目標値

60 合併処理浄化槽：し尿（水洗トイレからの汚水）と生活雑排水（台所や風呂、洗濯機などからの排水）を合わせて処理

する浄化槽。これに対し、し尿のみを処理する浄化槽を単独処理浄化槽という。

図表 ３－４－２ 河川水質調査結果（BOD）の推移
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●その他の状況

河川や用排水路、道路、公園などの施設周辺は、地域住民が実施する清掃奉仕などにより環境の

美化が進められていますが、高齢化が進む地域などでは活動の継続が困難な状況となっています。

そこで、草刈りや清掃活動への若い世代の参加意識を高めるとともに、日常の中で取り組める環境

美化活動を啓発する必要があります。

公害苦情の件数は、年４０件前後で推移していますが、その多くが違法な野外焼却に関する苦情

であるため、野外焼却の違法性や危険性について市民の理解が必要です。

不法投棄対策として、県との定期的な合同パトロールや環境監視員（市民）による巡回などによ

り、不法投棄の早期発見に努めるとともに、頻発地に監視カメラや看板を設置するなど、再発防止

策を実施してきました。

しかし、違法な野外焼却や不法投棄が後を絶たないため、継続して、関係機関との監視体制の強

化や、違法性の普及啓発などの対策をとる必要があります。
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大納川、石徹白川 目標値■
大納川（藤倉谷）◆

大納川（とどろき谷）▲
大納川（和佐谷）×

石徹白川※

（ ℓ）mg/

資料：大野市

不法投棄違法な野外焼却
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（１）法令遵守の徹底

①県と協力し、各種法令や大野市環境保全条例に基づき、規制の対象となる工場や事業所などに立

ち入り検査などを行うとともに、ばい煙や粉じん、汚水などの排出基準などの遵守について指導

を実施します。

②新たに大規模な店舗や工場などが立地される際には、各種法令に基づく届出制度により事前協議

を行い、公害を未然に防止します。

③企業誘致などに際し、各種法令の規制を上回る自主的な基準や報告などを求める公害防止協定61

を締結するなど、環境負荷の低減を図ります。

④規制対象とならない中小規模の事業者も含めて、事業者に対し、各種法令に定める排出基準や届

出の制度を周知するとともに、事業者が行う環境負荷軽減の取り組みを支援します。

（２）監視体制の強化と情報提供

①環境基準への適合状況を把握するため、河川や地下水の水質検査を継続して実施するとともに、

自動車騒音の測定を定期的に実施します。

②大気や河川の状況など環境に関する情報を収集し、市民や市民団体、事業者に対し情報提供しま

す。

③県と協力し、引き続き、法令による規制対象事業者の現状把握に取り組みます。

④汚染などの発生時の対応を適切に実施するため、県や関係者との連携、連絡体制の維持及び強化

に取り組みます。

（３）生活雑排水対策の推進

①計画的に公共下水道の整備を進め、未普及地を解消するとともに、供用開始区域における加入を

促進します。

②農業集落排水処理施設を適正に維持管理するとともに、効率的な施設運営を検討します。

③単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を促進するとともに、浄化槽の適正な維持管理を促

進します。

（４）化学物質の適正管理の促進

①農薬や肥料などの適正管理や適正使用を周知啓発するとともに、環境負荷の少ない環境調和型農

業を促進します。

②化学物質を使用する事業者を把握するとともに、有害な化学物質に関する情報の収集と提供に取

り組みます。

61 公害防止協定：公害防止のひとつの手段として、地方公共団体または住民と企業との間で締結される協定。法令の規制

基準を補完し、地域に応じた公害防止の目標値の設定、企業の自主的で具体的な公害対策の明示などを内容とする。

重点施策① 公害発生の防止

市 の 取 り 組 み
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（１）市民協働による清掃活動の促進

①地域住民や団体などによる河川や用排水路、道路、公園などの環境美化活動を支援します。

②県や近隣自治体などと連携して河川の一斉清掃を実施するなど、市民の参加機運の醸成を図った

取り組みを促進します。

③県と連携し、「スポーツＧＯＭＩ拾い大会」など市民が楽しみながら参加できる環境美化活動に

取り組みます。

（１）普及啓発の促進

①海洋プラスチック問題など不法投棄されたごみが環境へ及ぼす影響や、ダイオキシン類62の発生な

どの野外焼却の危険性について普及啓発を推進します。

②不法投棄と野外焼却が犯罪行為であることやごみの適正処理方法を周知するなど、不法投棄及び

野外焼却の未然防止を推進します。

（２）早期発見、再発防止

①地域住民を環境監視員に委嘱し、不法投棄防止に対する人材を育成します。

②環境監視員のほか、県や近隣自治体と連携した環境パトロールの実施により、不法投棄の早期発

見に取り組みます。

③不法投棄が多発している箇所には、地域住民との協力体制を構築し、監視や情報提供などの防止

体制を強化するとともに、監視カメラや禁止看板を設置するなど、再発防止に取り組みます。

④警察や消防などと連携し、野外焼却または不法投棄の行為者の特定や行為に及んだ原因の究明な

どにより、再発防止策を検討します。

（１）市の取り組み

①各種法令に基づく届出等の適正な処理

②生活環境に対する公害苦情の適正な対応

③生活排水の負荷軽減に関する普及啓発

④緑化の推進

62 ダイオキシン類：有機塩素化合物の一種であるポリ塩化ジベンゾパラジオキシンとこれによく似た毒性を持つ化合物の

総称。ビニールなど塩素を含んだプラスチックを燃やすと発生する可能性が高いと言われている。また、強い急性毒

性を持つことが明らかにされているほか、人に対してがんや奇形を引き起こす可能性があると言われている。

重点施策② 環境美化活動の促進

重点施策③

市 の 取 り 組 み

野外焼却、不法投棄の防止

そ の 他 の 施 策

市 の 取 り 組 み

その他の施策・主体別行動指針
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（１）市民の取り組み

①公共下水道への速やかな加入に努めます。整備区域以外の場合は、合併処理浄化槽の設置と適正

な維持管理に努めます。

②食器の油汚れを拭き取るなど、生活雑排水対策に心がけます。

③近隣の住宅に配慮し、迷惑をかけるような音は出しません。

④地域の清掃活動に積極的に参加します。

⑤家庭での野外焼却や不適切な焼却炉による焼却は行いません。

⑥空き缶やペットボトルなどのごみのポイ捨て（不法投棄）はしません。

⑦ペットのフンは持ち帰るなど飼育マナーを守ります。

（２）事業者の取り組み

①大気汚染や水質汚濁に係る排出基準、騒音や振動、悪臭に係る規制基準を守ります。

②低公害型の機器や設備を導入するなど、積極的に環境負荷の低減に取り組みます。

③公共下水道への速やかな加入に努めます。整備区域以外の場合は、合併処理浄化槽の設置と適正

な維持管理に努めます。

④農薬や化学肥料は必要最小限の量を使用し、地下に浸透しない場所で適正に保管します。

⑤化学物質の適正な使用と管理を徹底します。

⑥地域の清掃活動に積極的に参加します。

⑦事業系廃棄物は適正に処理し、野外焼却や不適切な焼却炉による焼却は行いません。

①水質基準を達成した河川の数

（県及び市が実施する 11 河川の水質検査結果において、環境基本計画で設定した水質基準を

満たした河川数）

◆九頭竜川の水質目標値（目標類型ＡＡ類型）

・生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）： 1mg／ℓ以下

・溶存酸素量（ＤＯ）63 ： 7.5mg／ℓ以上

◆真名川の水質目標値（目標類型ＡＡ類型）

・生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）： 1mg／ℓ以下

・溶存酸素量（ＤＯ） ： 7.5mg／ℓ以上

◆清滝川と赤根川の水質目標値（目標類型ＡＡ類型）

・生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）： 1mg／ℓ以下

・溶存酸素量（ＤＯ） ： 7.5mg／ℓ以上

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

１１河川 １１河川 １１河川

63 溶存酸素量（ＤＯ）：水中に溶存している酸素の量。水が清澄であればあるほど各温度における飽和量に近い量が含ま

れる。値が低下すると、好気性微生物の活動を抑制して水域の浄化作用を低下させ、また水生生物の窒息死を招く。

主体別行動指針

数 値 目 標

数値目標・環境管理項目
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◆大納川、石徹白川の水質目標値（目標類型ＡＡ類型）

・生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）： 1mg／ℓ以下

・溶存酸素量（ＤＯ） ： 7.5mg／ℓ以上

◆新堀川、木瓜川、善導寺川の水質目標値（目標類型Ａ類型）

・生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）： 2mg／ℓ以下

・溶存酸素量（ＤＯ） ： 7.5mg／ℓ以上

◆市内の小川、用水路の水質目標値（目標類型Ｂ類型）

・生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）： 3mg／ℓ以下

・溶存酸素量（ＤＯ） ： 5mg／ℓ以上

※県により類型指定64がされている河川では、より厳しい基準の類型を目標としています。

類型を指定されていない河川などでは、類型を設定し、その基準を満たしていくことを目標としています。

②水洗化率

（公共下水道、農業集落排水処理施設の加入人口、合併処理浄化槽設置人口（それぞれの区域内人

口））/人口

①大気汚染に係る環境基準の達成率

②大気汚染防止法に基づく特定施設等の設置数

③水質汚濁に係る環境基準の達成率（河川）

④水質汚濁防止法に基づく特定施設等の設置数

⑤公共下水道加入人口

⑥農業集落排水加入人口

⑦合併処理浄化槽設置人口

⑧地盤沈下量

⑨騒音規制法に基づく特定工場、特定建設作業届出の件数

⑩振動規制法に基づく特定工場、特定建設作業届出の件数

⑪悪臭に係る特定施設の届出件数

⑫公害防止協定の締結数

⑬典型７公害（大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・騒音・振動・地盤沈下・悪臭）に係る苦情処理の件数

⑭典型７公害以外の公害に係る苦情処理の件数

⑮ＰＲＴＲ届出65事業所数、届出排出量

⑯社会奉仕活動の実施件数

⑰環境パトロールの実施日数

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

４４．１％ ５２．４％ ６０．７％

64 類型指定：「生活環境の保全に関する環境基準」は河川、湖沼及び海域の公共用水域ごとに利水上の目的に応じた水質

の類型指定方式がとられ、都道府県知事がその指定を行うことになっている。
65 ＰＲＴＲ届出：有害性が疑われるような化学物質を製造・使用・排出している事業者が、環境中への排出量と廃棄物処

理のために事業所の外へ移動させた量を国に届出し、国はその集計結果を公表する制度。ＰＲＴＲは、環境汚染物質

排出・移動登録(Pollutant Release and Transfer Register)の略）。

環 境 管 理 項 目
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大野市には豊かな自然を背景とした優れた自然景観が形成されている地域が多数存在しています。ま

た、「北陸の小京都」と称されるように落ち着いた城下町としての街並み景観が形成されています。

このような良好な景観を保全し形成するため、

平成 19 年に大野市景観計画を策定し、同計画に

基づき、景観形成とまちづくりを積極的に進め

てきました。特に、寺町通り、五番通り、七間

通り周辺を「景観形成地区」に指定し、歴史を

感じる街並みに調和するような建物づくりに誘

導するなどの取り組みを行ってきました。

しかし、規制区域内において景観上ふさわし

くないデザインの屋外広告物の撤去や改修が進

んでおらず、良好な景観の形成を促進するため、

屋外広告物の改善とデザインコントロール66に取

り組むとともに、まちなか観光ルートにおける

無電柱化を推進していく必要があります。

一方で、特にまちなかでは住宅地の郊外化や

人口減少によるまちの空洞化が進むとともに、

空き家が増えるなど街並みの「途切れ」が見受

けられ、これらの地域においても景観に配慮し

た住みやすいまちづくりが必要です。

市域の８割以上を占める森林がもつ大気浄化機能や公害対策などにより、安全ですがすがしい大気が

広がっていることなどを背景に、環境省が主催する全国星空継続観察で、平成 16年度と平成 17年度の

66 デザインコントロール：地域の特性にふさわしい良好な景観形成を図るため、広告物の形状や材質、色彩などについて

助言や指導を行うこと。

施策の基本方針 良好な景観形成及び歴史的、文化的遺産の保存

現 状 と 課 題

刈込池 阪谷の巨岩

80 91 97 102 107 118 132 141 153 158
174 183

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

景観誘導の件数（累計）

資料：大野市

図表 ３－４－３

寺町通り
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２年連続で日本一美しい星空に選ばれています。また、南六呂師地区の福井県自然保護センターでは 口

径 80センチメートルの大型望遠鏡を有するなど、多くの人が星空観望を楽しんでいます。この星空観

察の適地である南六呂師地区において星空を活用した取り組みを進めるため、公共施設や屋外広告物

などの屋外照明に対する光害対策が必要です。

大野市には、縄文時代以来の人々の生活の痕跡を今に伝える遺跡や、郷土の発展を物語る多数の指定

文化財が存在しているほか、長い年月をかけて培われてきた地域固有の伝統芸能などが継承されていま

す。このような文化財は、大野市の風土や文化的特性を象徴する貴重な財産です。

これまで、国や県、市の文化財指定や無形民俗文化財の保存団体の育成支援、伝統文化伝承事業「お

おの遺産67」の認証制度の設立などに取り組み、文化財の保護や伝統文化の伝承を推進してきました。

しかし、文化財の管理者や伝統文化の後継者の不足により、保存継承が困難になりつつあります。

そのため、史跡や天然記念物などに加え、その周辺の自然環境を保全するとともに、長い年月をかけ

て培われてきた地域固有の伝統芸能などの継承に取り組む必要があります。

公園は、豊かな自然に囲まれた大野市にあっても、市街地周辺の住民にとって、緑地や野鳥、昆虫な

ど、身近な自然を感じることができる重要な空間です。

しかし、昭和 40 年代から 50年代に整備された都市公園が半数以上を占めていることから、施設の老

朽化が進行しており、施設の適正化と長寿命化を図り、維持管理費を削減する必要があります。

大野市内の各所において、人口減少や高齢化の進行により管理不全な空き家や空き地が増加しています。

所有者や管理者の当事者意識を高めることで空き家の発生を抑制するとともに、空き家となった場合

には、売却譲渡による有効活用や解体の手続き、処理を促す必要があります。

適切な管理がされていない空き地は、景観を害するだけでなく、害虫の発生や不法投棄誘発のおそれ

があり、所有者などによる適切な維持管理を啓発する必要があります。

67 おおの遺産：地区や集落などに古くから伝わり、次世代に継承することが必要な年中行事や伝統芸能、風習などの文化

遺産を、結の故郷伝統文化として認証する制度。

星空を活用した取り組み（六呂師）
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（１）街並み景観の保全と形成

①景観形成地区（３地区）では、重点的に町家などの外観修景に補助することで、住民とともにま

ちづくりを推進し、まちなかの景観保全と形成を行います。

②屋外広告物に対する指導の徹底や助言を行い、不適格となる屋外広告物の改善や除却に対して経

費の一部を助成します。

③七間通りから寺町通り、石灯籠通りへと続くまちなか観光ルートにおいて、無電柱化を促進しま

す。

 

（２）自然景観の保全

①大野盆地を取り囲む山並みなど自然が織りなす美しい風景の保全に取り組みます。

②市民団体や地域による優れた自然景観を保全する活動を促進します。

③優れた自然景観の持つ魅力を広報紙や市ホームページ、ＳＮＳなどを活用して情報発信します。

④農業用排水路や畦畔の維持管理といった地域住民らによる農地の保全と一体となった農村景観

の保全を促進します。

（３）星空景観の保全

①地域住民や県、大学、観光事業者と連携し、星空観察の適地である六呂師高原において、星空保

護区制度68による認定を目指します。

②光害に配慮した屋外広告物や屋外照明の設置を促進します。

③市内小中学校や市民に対し光害教育を実施し、光害の影響や対策などの普及啓発を促進します。

（４）公共施設の景観整備

①公共施設の整備や改修に際し、周辺の景観と調和した施設整備に取り組み、地域景観を先導する

個性豊かな景観づくりを推進します。

②公共施設の整備や改修に際し、敷地内の緑化や外構緑化に取り組むとともに、都市公園や公共施

設における既存の緑地や植栽を適正に維持管理します。

③県と連携し、公共施設における光害対策を推進します。

（１）文化財とその周辺の保全対策の実施

①市内に所在する国や県、市指定などの文化財を良好な状態で後世に継承するため、所有者や管理

者の負担軽減を図ります。

②「大野市文化財保存活用地域計画」を策定し、計画に基づいた文化財の保存と活用を推進します。

③開発行為に先立つ発掘調査を実施し、埋蔵文化財の保護を推進します。

 

68 星空保護区制度：国際ダークスカイ協会が実施する、光害の影響のない、暗く美しい夜空を保護・保存するための優れ

た取り組みを称える制度。星空の世界遺産とも言われる。

重点施策① 良好な景観形成

市 の 取 り 組 み

重点施策② 歴史的、文化的遺産の保存

市 の 取 り 組 み
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（２）伝統文化の継承の推進

①地域の伝統行事や伝統芸能を「おおの遺産」に認証するとともに、遺産の保存団体の保存活動や

後継者育成活動事業を支援します。

②文化財を保存継承するため、新たな文化財の発掘に努め、指定文化財などへの指定を図ります。

③子どもたちに伝統文化を伝承する活動を推進します。

（３）郷土の歴史や文化の魅力の発信

①博物館などにおいて、展示や講座、講演会などを開催し、郷土の成り立ちや文化財、伝統文化に

対する市民の理解を深めます。

②郷土の歴史や文化財、伝統文化を市内外に発信します。

（１）空き家対策の推進

①土地や建物の所有者に対し、空き家の発生抑止と適正な管理指導を徹底します。

②民間事業者と連携し、空き家の売却や譲渡、解体などを促進します。

③市街地の空き家や空き店舗の活用によるにぎわいづくりを支援します。

④有効活用できる空き家物件の掘り起こしと空き家情報バンク69への登録を促進し、空き家の利活用

を図ります。

 

（２）空き地の適正管理の促進

①定期的な草刈りなど空き地の適切な維持管理を啓発するとともに、不良状態にある空き地の所有

者に対し、必要な指導及び助言を行います。

 

（３）公園の適正管理

①都市公園における施設の適正化と長寿命化を推進します。

②地域住民や市民団体などによる公園の環境美化活動を促進します。

（１）市民の取り組み

①周囲の景観と調和のとれた建物づくりを心がけます。

②自宅や集会場などの周辺に花を植える活動など、景観づくりに参加します。

③大人から子どもまで一緒になって地域の伝統行事に参加します。

④空き家や空き地を適切に維持管理します。

69 空き家情報バンク：定住促進事業の一環として、売却・賃借が可能な市内にある「空き家」の情報を所有者から募集し、

その情報を市内外の購入・借入希望者に提供する制度。

重点施策③ 公園や空き家、空き地の適正管理の促進

市 の 取 り 組 み

主体別行動指針

その他の施策・主体別行動指針
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（２）事業者の取り組み

①周囲の景観と調和のとれた建物や屋外広告物の設置を心がけます。

②大規模な開発行為などに際しては、敷地内に緑地を整備します。

③開発現場などで埋蔵文化財を発見したときは、市へ報告します。

④空き店舗や空き地を適切に維持管理します。

①存在する特定空家等70の件数

①景観形成地区の指定面積

②景観誘導の件数

③指定文化財等の点数

④埋蔵文化財包蔵地の件数

⑤おおの遺産の認証件数

⑥都市公園の整備面積

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

１６件 ０件 ０件

70 特定空家等：そのまま放置すれば倒壊などの著しく保安上危険となるおそれのある状態、または、著しく衛生上有害と

なるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活

環境の保全を図るために放置することが不適切である状態の空家等のこと。

数 値 目 標

数値目標・環境管理項目

環 境 管 理 項 目

国指定文化財（天然記念物）

本願清水イトヨ生息地

国指定文化財（建造物） 旧橋本家住宅国指定文化財（天然記念物）

専福寺の大ケヤキ
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基本目標５ 総合的な取り組みの推進

Ø 持続可能な社会の担い手を育む教育71を学校だけでなく、地域や社会、職場など幅広い場において推

進し、あらゆる世代による環境学習を促進します。

Ø 人口減少や少子化、高齢化を踏まえ、学校や市民、団体、行政など環境教育や環境学習72を担う各主

体との連携強化を図るとともに、市民協働により自然環境の保全や地域の特性を生かした取り組み

を進めます。

Ø 環境に関する情報を収集するとともに、ＳＮＳなどを活用し、市民や団体、事業者との情報共有を

図ります。

地球温暖化やごみ削減などの環境問題や地域の自然環境の保全など、環境に関する課題の解決を図り、

持続可能な社会を実現するためには、市民一人一人が日常生活や事業活動において、環境問題を正しく

理解し、次世代のことを考えて行動することが必要不可欠です。

そのためには、小中学校をはじめとする学校教育の場や社会教育、企業教育の場において、ＳＤＧｓ

の視点を踏まえた環境教育や研修などを推進し、持続可能な社会の担い手作りを進めていくことが重要

です。

学校教育においては、令和２年度（2020 年度）から本格実施がされている新学習指導要領に「持続可

能な社会の創り手の育成」が明記されるなど、ＳＤＧｓを取り入れた教育が実践されています。大野市

では、市内小中学校ごとに環境教育計画を作成し、総合的な学習の時間に地域の自然環境を活用した郊

外活動を行うなど、環境学習を計画的に実践しています。その成果もあって、市内小学校における環境

教育にかける時間数（令和元年度）は、平成 22 年度に比べ６倍近く増加しており、今後も継続した取

り組みが必要です。

71 持続可能な社会の担い手を育むための教育：地球規模の環境問題を自らの問題として捉え、持続可能な社会や未来のた

めに行動できる人材を育成する教育。
72 環境教育や環境学習：「環境教育」とは、教える人の立場から内容を捉え、「環境学習」とは、学習者の立場から内容を

捉えているという違いがある。
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市内小学校における環境に関する学習に取り組んだ総時間図表 ３－５－１

（時間）

資料：大野市

令和12年（2030年）に向けた目標

施策の基本方針 総合的な環境対策

現 状 と 課 題
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社会教育においては、自然体験活動や地域の自然を活用した取り組みなどを実践しており、継続した

取り組みが求められています。

これまで、学校と地域の連携による環境教育の実施や地域住民による美化清掃活動、市民団体による

湧水地の保全や森づくり活動など、地域住民や市民団体の活動により支えらえてきた環境課題解決の取

り組みは少なくありません。

しかし、人口減少や少子化・高齢化の進行により、これらの活動が低下していくおそれがあります。

そこで、地域住民の活動を活性化する取り組みを推進するとともに、学校や市民、団体、行政の連携を

強化するなど、相互の力を発揮し、相乗効果を生み出す取り組みを推進する必要があります。

令和２年度に実施したアンケート調査において、市民・事業者それぞれが行政に期待する施策として、

「環境に関する情報の提供」を求める回答が多くありました。

環境問題を解決するためには、さまざまな情報から判断することが重要であり、市民や事業者の自主

的な行動を促すためにも、環境に関する情報の充実化と提供を推進する必要があります。

また、情報を求めている人や事業者に対し必要な情報が届くよう、ＳＮＳを活用するなど、ターゲッ

トを設定した効果的な手法により情報発信を行っていく必要があります。

環境教育（下水道）の様子 環境教育（水生生物観察）の様子

市民による用水路清掃地区における環境保全の取り組み

（富田農地水環境保全協議会提供）
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（１）学校教育における環境教育の推進

①市内小中学校において、環境教育計画を学校ごとに作成し、環境教育を通じて持続可能な社会の

担い手を育む教育を推進します。

②家庭や地域、学校、公民館の連携によるコミュニティ・スクール73の構築を進め、地域の人材及び

自然資源を活用するなど、地域の特色を生かした環境教育を推進します。

（２）社会教育における環境教育の推進

①公民館の行事や講座、地域団体の活動において、環境問題や地域の自然環境などを題材にした環

境学習を促進します。

②子どもたちに対して、家庭における野外遊びや食育活動、地域における生活体験活動、野外活動

や環境保護活動など、ふるさと大野の豊かな自然にふれさせ、自然を理解し大切にする心を育て

るための取り組みを推進します

（３）環境学習の機会の充実

①環境塾や出前講座の開催などにより、環境問題や持続可能な社会について考える機会を提供し、

環境保全意識の向上を図るほか、環境にやさしいライフスタイルの普及啓発に取り組みます。

②小学校や公民館、地域に対して実施してきた出前講座を、幼児や中学・高校、若年層といった世

代や企業などに対しても実施します。

③国や県などの関係機関や民間企業との連携を強化し、環境学習の充実化を図ります。

（１）市民等との協働推進

①地域の活性化や課題解決、住民の世代間交流などを進める事業やグループの活動を支援し、地域

住民主体の、身近な自然環境の保全・再生活動や生活環境に関する課題を解決するための自発的

な取り組みを促進します。

②地域住民による自然環境保全活動や環境学習会などに環境アドバイザーなどの専門家を派遣す

るなど、市民活動の支援と活性化を推進します。

③市民団体による自然環境の保全・再生活動、ＰＴＡや自治会による資源回収、河川清掃活動など、

市民協働の取り組みを継続して支援します。

④高校や大学、民間企業との連携と交流を図り、環境課題の解決に取り組みます。

（２）環境に配慮できる人材、企業の育成

①若者をはじめ、より多くの人たちの地域における環境保全活動への参加を促し、地域に必要な人

材を育成します。

73 コミュニティ・スクール：学校と保護者、地域住民がともに知恵を出し合い、学校運営に意見を反映させることで、一

緒に協働しながら子どもたちの豊かな成長を支え、地域とともにある学校づくりを進める仕組み。

重点施策① 持続可能な社会の担い手を育む教育の推進

市 の 取 り 組 み

重点施策② 市民協働の取り組みの推進

市 の 取 り 組 み
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②関係機関と連携して専門的な学習機会を提供するなど、地域における環境リーダーの育成を行う

とともに、新たな人材の発掘により環境アドバイザーの拡充を図ります。

③エコアクション２１やＩＳＯ１４００１などの環境マネジメントシステム認証制度の導入や運

用について情報提供するなど、環境に配慮した事業活動を総合的に取り組む企業の育成を推進し

ます。

（１）環境情報の充実化

①市内の河川の水質検査結果や希少な生き物に関する情報といった環境や自然の状況のほか、環境

関連法令に基づく規制や国・県・関係機関による支援策など環境行政に関する情報の収集に努め、

集めた情報を広く発信します。

②大野市の自然環境の状況や環境施策の実施状況などをまとめた年次報告書を作成し、市ホームペ

ージなどで公開します。

③自然環境に関する研究調査結果や書籍、情報などを収集・蓄積し共有することで、市民による自

発的な学習機会の創出を図ります。

④市民や事業者などによる環境に配慮した取り組みや市民団体による自然保護活動などの取り組

み状況の把握に努めるとともに、収集した情報を広く発信します。

（２）創意工夫による情報発信

①６月の環境月間など、機を捉えた情報発信に努めます。

②市民や事業者が知りたい情報を効果的に提供するために、広報紙や市ホームページをはじめ、Ｓ

ＮＳなど、さまざまな情報発信手段を活用して、あらゆる世代に必要な情報が届くよう広報活動

を進めます。

③環境問題に関する専門的な学習会や自然環境に関するシンポジウムを開くなど、先進事例や最新

の知見などを市民や事業者に提供します。

④「人々が自分自身にとってより良い選択を自発的に取れるように手助けする」手法（ナッジ）の

活用を検討するなど、市民や事業者の行動変容を促す情報発信に取り組みます。

（１）市の取り組み

①環境マネジメントシステム（市独自）の推進

②環境問題に対応できる職員の育成

③新しい環境問題に関する情報収集

重点施策③ 環境情報の収集と共有化

市 の 取 り 組 み

そ の 他 の 施 策

その他の施策・主体別行動指針
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（１）市民の取り組み

①環境に関する学習会やイベントに積極的に参加します。

②地域の環境リーダーを目指します。

③自然保護や美化清掃などのボランティア活動に協力します。

④環境に関する情報を収集するとともに、ＳＮＳなどで自ら情報発信に取り組みます。

（２）事業者の取り組み

①ＩＳＯ１４００１などの認証取得に取り組みます。

②社員や従業員に対し環境学習会を開催します。

③美化清掃などのボランティア活動や環境問題に関する市民向け学習会などに協力します。

④環境に関する新たな規制や他事業者の取り組みなどに関する情報を積極的に収集するとともに、

関連する環境対策を実践します。

①環境に関する出前講座等の受講者数

②環境アドバイザー等の派遣回数

①社会教育における環境に関する学習会の開催数

②環境アドバイザーの登録者数

③広報紙の紙面を利用した環境情報提供の件数

④市ホームページを利用した環境情報提供の件数

⑤市ＬＩＮＥを利用して環境情報を収集している登録者数

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

２８１人 ３３０人 ３８５人

基準値（Ｒ元年度） 中間目標値（Ｒ７年度） 最終目標値（Ｒ１２年度）

６回 １４回 ２２回

主体別行動指針

数 値 目 標

数値目標・環境管理項目

環 境 管 理 項 目
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第４章

推 進 方 策

大野市における環境の保全及び創造に向けて、この計画をより効果

的に推進していくため、進行管理などについて具体的に示します。

１ 進行管理

２ 推進体制
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１ 進 行 管 理

計画の実効性を確保し、着実な推進を図るために、ＰＤＣＡサイクルに沿って進行管理を行います。

（１）計画の点検・評価

毎年度ごとに環境の現況を把握するとともに、本計画に基づく具体的な施策・事業等の実施状況

及び進捗指標である目標値の達成状況などを点検・評価します。

点検・評価した結果は環境年次報告書として取りまとめ、作成した年次報告書は、市民や事業者

に広く公表していきます。

環境年次報告書に取りまとめる事項

（２）点検・評価を受けての見直し

本計画は、計画期間を令和３年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度）までの 10 年間とし

ていますが、毎年度ごとの点検・評価結果や社会状況の変化などに適切に対応するため、令和７年

度（2025 年度）に中間評価を行います。中間評価にあたっては、同時期に策定が見込まれる本市の

最上位計画である第六次大野市総合計画後期基本計画との整合性を図りつつ、市民や審議会などの

意見を聴きながら、重点施策と数値目標またはその目標値について検討を行い、必要に応じ、本計

画の見直しを行います。

１ 大野市内における環境の現状

２ 取り組みを行った施策の概要とその効果

３ 数値目標の達成状況

４ その他必要な事項

Ｐｌａｎ（計画）

各主体の役割分担を踏まえて施策

の推進方針を立案します。

ＤＯ（実施）

各主体により、計画に沿った環境保

全施策を推進していきます。

Ａｃｔｉｏｎ（見直し）

点検・評価結果をもとに、施策の推

進方針について見直しを行います。

Ｃｈｅｃｋ（点検・評価）

毎年度の施策の進捗状況及び内容

について点検・評価し、「年次報告

書」に取りまとめて公表します。
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２ 推 進 体 制

本計画の各種施策は、さまざまな分野にわたっており、庁内関係部局が連携しながら、一体となっ

て推進する必要があります。そこで、環境関連施策を担当する庁内関係部局間での連絡・調整を図り

ながら、計画の着実な推進に努めます。

本計画について審議などを行う母体としての役割は、「大野市環境保全対策審議会」が担ってい

ます。この大野市環境保全対策審議会に対し、毎年、年次報告書を基に進捗状況を報告し、意見や

提言をいただきながら、それらを踏まえた取り組みを進めます。なお、廃棄物処理関連施策の推進

については「大野市廃棄物減量等推進審議会」の意見を聞くこととします。

大
野
市
環
境
保
全
対
策
審
議
会

大
野
市
廃
棄
物
減
量
等
推
進
審
議
会

環　境　基　本　計　画
審議・策定

意見

環 境 年 次 報 告 書

大野市

庁内関係部局

施策の進捗状況等
の報告

目標達成の要請・
調整

環境・水循環課（事務局）

評価

報告

報告書作成
市民等への公表

次年度施策等の
方針検討時の
基礎資料

市
民
・
事
業
者

国
・
県
・近
隣
自
治
体
等

の
関
係
機
関

公表・
情報共有

連携・協働

連携・協力

大野市環境保全対策審議会
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○大野市環境基本条例

平成 10年 3月 26 日

条例第 1号

水と緑に恵まれた私たちのふるさと大野市の環境は、先人が長い年月にわたり生活や生産において

身近な自然を利用し、その恩恵に浴する中で大切に守り育ててきたものである。特に、大野市民の共

有財産といえる地下水は「生命の水」、「生産の水」として古来より親しまれている。

しかしながら、科学技術の発達による生活の利便性の向上や生活様式の多様化により、私たちは、

物質的に豊かで便利な暮らしを享受する一方、大量生産・大量消費の社会システムの中で身近な自然

を減少させ、限りある資源やエネルギーを消費し、多量の廃棄物を生み出してきた。このような生活

や生産活動は、市域だけにとどまらず地球規模での環境破壊をもたらしている。

私たちは、暮らしにとって不可欠な地下水、潤いをもたらす川や湧水地、その水を育む森林など、

これらによって培われた歴史的文化的環境を祖先から受け継いできた。このような環境を私たちの世

代限りで終わらせることなく、将来の世代に引き継いでいかなければならない。そのためには、これ

までの生活や生産活動を見直し、環境保全型のまちを創るとともに、更に持続的な発展が可能なまち

への転換に向けた総合的かつ計画的な取組を展開していかなければならない。

このような認識のもとに、私たちは、市、市民、事業者及び市を訪れた者すべての主体の責務を明

らかにし、良好で快適な環境を確保するとともに、環境への負荷の少ないふるさと大野市を創りあげ

ていくために、この条例を制定する。

(目的)

第 1条 この条例は、水と緑に恵まれた本市の環境の保全及び創造について、基本理念を定め、並び

に市、市民、事業者及び市を訪れた者の責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関す

る施策の基本となる事項を定めることにより、これらの施策を総合的かつ計画的に推進し、もって

現在及び将来の市民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。

(定義)

第 2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因

となるおそれのあるものをいう。

(2) 公害 事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁

(水質以外の水の状態又は水底の底質の悪化を含む。)、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及

び悪臭により、人の健康又は良好な環境に被害が生ずることをいう。

(基本理念)

第 3条 環境の保全及び創造は、すべての市民が健康で文化的な生活を確保し、その良好で快適な環

境を享受するとともに、これを将来の世代へ継承していくことを目的として行わなければならない。

2 環境の保全及び創造は、環境資源の有限性を認識し、その適正な管理及び利用を図り、環境への

負荷の少ない健全な持続的発展ができるような社会を構築することを目的として行わなければな

らない。

１ 大野市環境基本条例
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3 地球環境の保全は、市民の健康で文化的な生活を将来にわたって確保する上で極めて重要である

ことから、すべての事業活動及び身近な日常活動において積極的に推進しなければならない。

(市の責務)

第 4条 市は、前条に定める基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、環境の保全及び創造

に関し、総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

(市民の責務)

第 5条 市民は、基本理念にのっとり、その日常生活に伴う環境への負荷の低減に自ら努めるととも

に、市が実施する環境の保全及び創造についての施策に協力する責務を有する。

(事業者の責務)

第 6条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、これに伴う環境への負

荷の低減その他の環境の保全及び創造に自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に

ついての施策に協力する責務を有する。

(市を訪れた者の責務)

第 7条 市を訪れた者は、基本理念にのっとり、環境の保全及び創造に自ら努めるとともに、市が実

施する環境の保全及び創造についての施策に協力する責務を有する。

(施策の基本方針)

第 8条 市は、基本理念にのっとり、環境の保全及び創造に関し、次の各号に掲げる事項についての

施策を実施するものとする。

(1) 公害の防止に関すること。

(2) 水、大気、土壌その他の自然の構成要素の保全に関すること。

(3) 河川、水辺、農地、山林その他の自然環境の体系的な保全に関すること。

(4) 野生生物の種の保存その他の生物の多様性の確保に関すること。

(5) 良好な景観の形成及び歴史的文化的遺産の保存に関すること。

(6) 地下水の合理的利用及びかん養対策に関すること。

(7) 資源及びエネルギーの有効利用に関すること。

(8) 廃棄物の減量及びリサイクルの推進に関すること。

(9) 地球温暖化の防止、オゾン層の保護その他の地球環境の保全に関すること。

(10) 前各号に掲げるもののほか、環境への負荷の低減に関すること。

(環境基本計画の策定)

第 9条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、環境の保全

及び創造に関する基本的な計画(以下「環境基本計画」という。)を定めるものとする。

2 環境基本計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。

(1) 環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な目標及び施策の大綱
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(2) 前号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ために必要な事項

3 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、市民の意見を反映することができるよう必要な措

置を講ずるものとする。

4 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、必要に応じて関係各審議会の意見を聴くものとす

る。

5 市長は、環境基本計画を定めたときは、速やかにこれを公表するものとする。

6 前 3項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。

(調査研究の充実)

第 10 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、調査研究の

充実を図るよう努めるものとする。

(情報の提供)

第 11 条 市は、健康で文化的な生活の確保のため、個人及び法人の権利利益の保護に配慮しつつ、

環境の状況その他の環境の保全及び創造に関する必要な情報を適切に提供するよう努めるものと

する。

(市民の意見の反映)

第 12 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策に、市民の意見を反映させることができるよう必

要な措置を講ずるものとする。

(環境教育及び学習の推進)

第 13 条 市は、関係機関と協力して、市民及び事業者が環境の保全及び創造についての関心と理解

を深め、又は自発的な環境の保全及び創造に関する活動を促進するため、環境の保全及び創造に関

する教育並びに学習が推進されるよう必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

(国及び他の地方公共団体等との協力)

第 14 条 市は、環境の保全等に関して広域的な取組を必要とする施策については、国及び他の地方

公共団体等と協力し、その推進に努めるものとする。

(財政上の措置)

第 15条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を推進するため必要な財政上の措置を講ずるよう

努めるものとする。

(委任)

第 16 条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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２－１ 策定体制

この計画は、次のような体制とその役割に基づいて策定しています。

提
案

提案 意見

庁内ワーキンググループ

大野市環境保全対策審議会

市民生活課（事務局）

意
見

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ
る
意
見
集
約

市　長

大野市廃棄物減量等

推進審議会

市 民 ・ 事 業 者

縦
覧

意
見

計
画
公
表

策　定　体　制

２ 策定体制と策定経過

選任区分 選出団体等 委員氏名 備考

大野市医師会 鳥山　恭央

大野商工会議所 飯田　俊市郎 副会長

福井県農業協同組合 板橋　利幸

福井工業大学 小松　節子 会長

大野地球科学研究会 黒瀬　博徳

ノーム自然環境教育事務所 坂本　均

福井県奥越土木事務所 髙橋　義治

福井県奥越健康福祉センター 宇野　美津江

大野警察署 金嶋　裕史

大野市区長連合会 南口　正己

大野市連合ふわわ女性の会 竹田　宏子

大野生活学校 堂東　昭子

大野市新しいまちづくり運動
推進協議会連絡会

金森　耕一

環境省 大臣官房統括官グループ　環境計画課 黒部　一隆

安全環境部　環境政策課 倉谷　雅史

安全環境部　循環社会推進課 福岡　美和

第三期大野市環境基本計画　策定アドバイザー（敬称略、順不同）

福井県

大野市環境保全対策審議会委員（敬称略、順不同）

学識経験者

関係行政
機関代表

住民代表

任期：令和２年５月１日から令和４年４月３０日
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２－２ 策定経過

選任区分 選出団体等 委員氏名 備考

大野市医師会 広岡　昌人

福井県農業協同組合 中村　広之

大野商工会議所 稲山　幹夫

協同組合大野商業開発 松葉　一昭

福井県奥越土木事務所 髙橋　義治

福井県奥越健康福祉センター 宇野　美津江

大野・勝山地区広域行政事務組合 山田　良夫

廃棄物処理業
の代表者

総合環境整備株式会社 此下　美千雄

大野市区長連合会 南部　和男 会長

大野市新しいまちづくり運動
推進協議会連絡会

西本　廣行

大野市消費者グループ連絡協議会 宗信　昭子 副会長

大野市ＰＴＡ連合会 前田　廣子

公募による者 　― 黒瀬　博徳

任期：令和２年７月１日から令和４年６月３０日

学識経験者
事業者の
代表者

関係行政
機関の職員

住民の代表者

大野市廃棄物減量等推進審議会委員（敬称略、順不同）

会議等 主な内容

５月１３日 庁内ワーキンググループ 市民等アンケートの調査内容について

大野市環境基本計画の概要及び実績等について

計画の策定方針について

市民等アンケートについて

６月１５日
　　　～２６日

アンケート 市民・事業者・市内小中学生にアンケートを実施

７月８日 庁内ワーキンググループ 現状と課題の整理について

７月３１日 環境保全対策審議会 市民等アンケート結果について

基本目標の検討について

重点施策の検討について

基本目標の検討について

重点施策の検討について

具体的施策について

数値目標について

環境管理項目について

（廃棄物対策関連）

具体的施策について

（気候変動対策関係）

具体的施策について

数値目標について

環境管理項目について

２月１日
　　　～１５日

パブリックコメント 計画内容についてのパブリックコメント手続きの実施

パブリックコメントの結果報告

計画最終案の承認
環境保全対策審議会２月２６日

庁内ワーキンググループ１０月１９日

環境保全対策審議会１月１８日

庁内ワーキンググループ１２月２１日

１１月９日 環境保全対策審議会

年月日

大野市環境保全対策審議会等　審議過程

令和２年

令和３年

５月２９日 環境保全対策審議会

廃棄物減量等推進審議会１２月１８日
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数値目標

計画期間内に達成を目指す環境の状態の目標値を「数値目標」として設定し、これらの項目の算出

根拠と現状について整理を行います。

基本目標① 自然との共生社会の形成

基本目標② 脱炭素型社会への移行

基本目標③ 資源循環型社会の構築

指 標
基準値

（令和元年度）

中間目標値

（令和７年度）

最終目標値

（令和１２年度）

生物多様性の認知度
生物多様性について意味を知っている市民の

割合

― ５５％ ６０％

イトヨの里の入館者数
本願清水イトヨの里の一年間の総入館者数

９，６８８人 １０，６５０人 １１，６００人

耕作放棄地の面積
草刈りや田起こしなど管理がされていない農

地の面積

３．０ha ３．６ha以下 ４．１ha以下

森林整備面積
国有林・民有林における間伐及び保育間伐面

積の合計

３４１ha ３５８ha ３７５ha

指 標
基準値

（令和元年度）

中間目標値

（令和７年度）

最終目標値

（令和１２年度）

大野市内の温室効果ガス実質排出量（Ｃ

Ｏ２換算）

大野市域における１年間のＣＯ２排出量の総

数から森林による吸収量を差し引いた量

７１千ｔ-CO2

（令和２年度）
４９千ｔ-CO2 ２５千ｔ-CO2

大野市の事務事業におけるエネルギー使用量

（原油換算）

市長部局、教育委員会、議会事務局、監査委

員会事務局等の本庁及び出先機関における１年

間のエネルギー使用量の総数（原油換算）

４，５５４kℓ ３，８７１kℓ ２，７８０kℓ

ゼロカーボン施設の数
大野市公共施設のうち年間の CO2排出量実質

ゼロを達成している施設の数

０施設 ３施設 ５施設

木質バイオマス発電に活用した間伐材の量

市内で生産された間伐材のうち、１年間に市

内の木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所に搬出された間伐材量
７，５９５㎥ ７，９７５㎥ ８，３５５㎥

再生可能エネルギーの導入量（新規）

計画期間中に新たに導入された再生可能エネ

ルギーの導入量（累計）

―

（令和２年度）
１．７千 kW ３．４千 kW

指 標
基準値

（令和元年度）

中間目標値

（令和７年度）

最終目標値

（令和１２年度）

市民１人１日当たりのごみ排出量
年間一般廃棄物総処理量/大野市人口/365 日

９５０ｇ ９２９ｇ ９１９ｇ

ごみの資源化率
（資源化量＋集団回収量）／（搬入ごみ量＋

集団回収量）

２１．９％ ２９．４％ ３１．０％

食品ロスの発生量
家庭（事業系一般廃棄物含む）の食品ロスの

年間排出量

８９８．５ｔ ７６２．９ｔ ６２７．２ｔ

３ 数値目標と環境管理項目
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基本目標④ 快適な生活環境の保全

対象河川及び水質基準

指 標
基準値

（令和元年度）

中間目標値

（令和７年度）

最終目標値

（令和１２年度）

水質基準を達成した河川の数
県及び市が実施する11河川の水質検査結果に

おいて、環境基本計画で設定した水質基準を満

たした河川数

１１河川 １１河川 １１河川

水洗化率
公共下水道、農業集落排水処理施設の加入人口、

合併処理浄化槽設置人口（それぞれの区域内人

口）/人口

４４．１％ ５２．４％ ６０．７％

存在する特定空家等の件数
市内において存在する特定空家等の件数（3月

末時点）

１６件 ０件 ０件

対象河川 現状値（令和元年度） 水質基準

九頭竜川の水質目標値
九頭竜川における定期的水質検査結果

新田地点の生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)と溶存

酸素量(ＤＯ)

ＢＯＤ：０．７㎎／ℓ

ＤＯ ：１２㎎／ℓ

（目標類型ＡＡ類型）

ＢＯＤ：1㎎／ℓ以下

ＤＯ ：７.５㎎／ℓ以上

真名川の水質目標値
真名川における定期的水質検査結果

中保地点の生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)と溶存

酸素量(ＤＯ)

ＢＯＤ：０.６㎎／ℓ

ＤＯ ：１３㎎／ℓ

（目標類型ＡＡ類型）

ＢＯＤ：1㎎／ℓ以下

ＤＯ ：７.５㎎／ℓ以上

清滝川の水質目標値
清滝川における定期的水質検査結果

南新在家地点の生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)と

溶存酸素量(ＤＯ)

ＢＯＤ：０.５㎎／ℓ未満

ＤＯ ：１１㎎／ℓ

（目標類型ＡＡ類型）

ＢＯＤ：1㎎／ℓ以下

ＤＯ ：７.５㎎／ℓ以上

赤根川の水質目標値
赤根川における定期的水質検査結果

清瀧地点の生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)と溶存

酸素量(ＤＯ)

ＢＯＤ：０.８㎎／ℓ

ＤＯ ：１１㎎／ℓ

（目標類型ＡＡ類型）

ＢＯＤ：1㎎／ℓ以下

ＤＯ ：７.５㎎／ℓ以上

大納川の水質目標値
大納川における定期的水質検査結果

上大納及び下大納地点の生物化学的酸素要求量(Ｂ

ＯＤ)と溶存酸素量(ＤＯ)

ＢＯＤ：最大値０.５㎎／ℓ未満

平均値０.５㎎／ℓ未満

ＤＯ ：最小値９.３㎎／ℓ

平均値１０.５㎎／ℓ

（目標類型ＡＡ類型）

ＢＯＤ：1㎎／ℓ以下

ＤＯ ：７.５㎎／ℓ以上

石徹白川の水質目標値
石徹白川における定期的水質検査結果

川合地点の生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)と溶存

酸素量(ＤＯ)

ＢＯＤ：０.６㎎／ℓ

ＤＯ ：１２㎎／ℓ

（目標類型ＡＡ類型）

ＢＯＤ：1㎎／ℓ以下

ＤＯ ：７.５㎎／ℓ以上

新堀川の水質目標値
新堀川における定期的水質検査結果

城町及び篠座地点の生物化学的酸素要求量(ＢＯ

Ｄ)と溶存酸素量(ＤＯ)

ＢＯＤ：最大値１.３㎎／ℓ

平均値１.２㎎／ℓ

ＤＯ ：最小値１０㎎／ℓ

平均値１１㎎／ℓ

（目標類型Ａ類型）

ＢＯＤ：２㎎／ℓ以下

ＤＯ ：７.５㎎／ℓ以上

木瓜川の水質目標値
木瓜川における定期的水質検査結果

幸町、美川町及び陽明二丁目地点の生物化学的酸素

要求量（ＢＯＤ）と溶存酸素量(ＤＯ)

ＢＯＤ：最大値１.０㎎／ℓ

平均値０.８㎎／ℓ

ＤＯ ：最小値１１㎎／ℓ

平均値１１㎎／ℓ

（目標類型Ａ類型）

ＢＯＤ：２㎎／ℓ以下

ＤＯ ：７.５㎎／ℓ以上

善導寺川の水質目標値
善導寺川における定期的水質検査結果

弥生町、日吉町、錦町及び中荒井町二丁目地点の生

物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)と溶存酸素量(ＤＯ)

ＢＯＤ：最大値１.４㎎／ℓ

平均値１.０㎎／ℓ

ＤＯ ：最小値１０㎎／ℓ

平均値１１㎎／ℓ

（目標類型Ａ類型）

ＢＯＤ：２㎎／ℓ以下

ＤＯ ：７.５㎎／ℓ以上

市内の小川、用水路の水質目標値
市内の小川、用水路の定期的水質検査結果

縁橋川：月美町と中野地点 中野用水：中野町一丁

目地点の生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)と溶存酸

素量(ＤＯ)

ＢＯＤ：最大値２.２㎎／ℓ

平均値１.４㎎／ℓ

ＤＯ ：最小値１０㎎／ℓ

平均値１０㎎／ℓ

（目標類型Ｂ類型）

ＢＯＤ：３㎎／ℓ以下

ＤＯ ：５㎎／ℓ以上
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基本目標⑤ 総合的な取り組みの推進

環境管理項目

環境の状態や施策の実施状況を数値的に管理するための項目として「環境管理項目」を設定し、こ

れらの算定の考え方について示します。

指 標
基準値

（令和元年度）

中間目標値

（令和７年度）

最終目標値

（令和１２年度）

環境に関する出前講座等の受講者数

出前講座、環境塾、わくわくお届け講座等の参

加者数

２８１人 ３３０人 ３８５人

環境アドバイザー等の派遣回数

県及び市の環境アドバイザーを派遣した回数
６回 １４回 ２２回

環境管理項目 項目の説明

自
然
と
の
共
生
社
会
の
形
成

里地の環境保全活動に取り組む集落数
多面的機能維持支払交付金制度の対象となる環境保全

活動に取り組む集落の数

希少野生動植物の確認種数
環境省レッドデータブックにより希少性が認められて

いる生物について、市内で確認された種の総数

鳥獣害獣捕獲頭数
鳥獣被害防止のため市内で捕獲された鳥獣の種類別頭

数

郊外における観光入込客数 １年間の観光入込客数のうち、郊外を訪れた観光客数

農用地面積 市内の農地及び採草放牧地の総面積

形態別森林面積

市内の森林について、人工林（針葉樹、広葉樹）、天然

林（針葉樹、広葉樹）、竹林、無立木地などの区分によ

る森林面積

広葉樹の植林面積 市内において、１年間に広葉樹を植林した総面積

森林経営計画認定面積 森林経営計画の認定を受けている市内の森林面積

脱
炭
素
型
社
会
へ
の
移
行

ＪＲ越美北線利用者数
ＪＲ越前大野駅の年間乗降客数（一般数・定期券利用

者数）

バス利用者数 年間バス利用者数

降雨の水素イオン濃度（㏗）
福井市地点で計測している雨水中の水素イオン濃度

（pH）の年平均値

電動車の普及台数
市内の自動車登録台数における、ハイブリッド自動車

や電気自動車等の電動車の登録台数の総数

公用車における電動車台数
市が所有するハイブリッド自動車や電気自動車等、電

動車の台数

自動車登録台数 市内において登録されている自動車台数の総数

太陽光発電による買電件数

ＦＩＴ制度により年度中に太陽光発電による電力を電

力会社に売却（売電）した太陽光発電設置件数（住宅・

非住宅）

太陽光発電以外の再生可能エネルギー

発電施設数

ＦＩＴ制度により年度中に太陽光発電以外による再生

可能エネルギー由来の電力を電力会社に売却（売電）

した再エネ発電施設件数

長期優良住宅の認定件数
市内の住宅のうち、長期優良住宅に認定されている件

数（年間新規登録件数・登録件数）



74

環境管理項目 項目の説明

循
環
型
社
会
の
構
築

一般廃棄物処理量
ビュークリーンおくえつで処理する１年間の大野市分

の一般廃棄物処理量

集団回収量 団体が古紙類等資源化を目的に回収した量

資源化量
ビュークリーンおくえつ等で資源化される紙やペット

ボトル等の量

再生資源を活用した市発注工事の件数

市発注工事において、建設資材等について再生資源を

利用した１年間の工事件数（工事施工者等の自主的利

用含む。）

「おいしいふくい食べきり運動」協力店

の件数

「おいしいふくい食べきり運動」協力店として登録し

ている店舗数

ごみ減量や分別方法などに関する講座

等の実施回数（参加人数）

３Ｒやプラスチックごみ、食品ロス等に関する講座や

研修会の実施回数（参加人数）

快
適
な
生
活
環
境
の
保
全

大気汚染に係る環境基準の達成率

１年間の大気汚染測定結果について、地点及び項目ご

との測定結果が環境基準を満足した回数の全測定回数

に占める割合

大気汚染防止法に基づく特定施設等の

設置数

大気汚染防止法に基づく届出（新設）のあった、ばい

煙発生施設や特定施設等の設置数

水質汚濁に係る環境基準の達成率（河

川）

１年間の公共用水域の水質検査結果について、地点及

び項目ごとの測定結果が環境基準を満足した回数の全

測定回数に占める割合

水質汚濁防止法に基づく特定施設等の

設置数

水質汚濁防止法に基づく届出（新設）のあった、特定

施設等の設置数

公共下水道加入人口 公共下水道に接続し、使用している人口

農業集落排水事業加入人口 農業集落排水に接続し、使用している人口

合併処理浄化槽設置人口 合併処理浄化槽を設置し、使用している人口

地盤沈下量 水準測量結果に基づく市内各地の地盤沈下変動量

騒音規制法に基づく特定工場・特定建設

作業届出の件数

騒音規制法に基づき、特定工場及び特定建設作業とし

て届出された件数

振動規制法に基づく特定工場・特定建設

作業届出の件数

振動規制法に基づき、特定工場及び特定建設作業とし

て届出された件数

悪臭に係る特定施設の届出件数
福井県公害防止条例に基づき、悪臭に係る特定施設と

して新たに届出された件数

公害防止協定の締結数

福井県公害防止条例および大野市環境保全条例等に基

づき、大野市と公害防止協定を締結した工場、事業場

数（累計）
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環境管理項目 項目の説明

快
適
な
生
活
環
境
の
保
全

典型７公害（大気汚染・水質汚濁・土壌

汚染・騒音・振動・地盤沈下・悪臭）に

関する苦情処理の件数

１年間の公害苦情処理件数の中で、典型７公害に関す

る処理件数

典型７公害以外の公害に関する苦情処

理の件数

１年間の公害苦情処理件数の中で、典型７公害以外の

公害に関する処理件数

ＰＲＴＲ届出事業所数・届出排出量

ＰＲＴＲ制度に基づき、第一種指定化学物質の排出量

について、市内で届出をした事業所数と、その１年間

の排出量

社会奉仕活動の実施件数 地区や市民団体等による社会奉仕活動の回数（延べ数）

環境パトロールの実施日数
不法投棄物の発見等を目的に市内を巡回した年間実施

回数

景観形成地区の指定面積
大野市都市景観条例に基づき指定された景観形成地区

の総面積

景観誘導の件数

大野市都市景観条例に基づく都市景観形成地区内の届

出行為や、大規模建築物等の届出行為について、良好

な景観の保全あるいは創造に向けて誘導を行った件数

指定文化財等の点数 国、県、市により指定や登録された文化財の総数

埋蔵文化財包蔵地の件数 市内で確認された埋蔵文化財包蔵地の件数

おおの遺産の認証件数 おおの遺産に認証された文化遺産の総数（累計）

都市公園の整備面積
都市計画法に基づき整備された公園において供用が開

始されている公園の総面積

総
合
的
な
取
り
組
み
の
推
進

社会教育における環境に関する学習会

の開催数

地域活動等の社会活動において、環境に関する事項に

ついて実施した１年間における学習会の開催数

環境アドバイザーの登録者数 市環境アドバイザーに登録している人数

広報紙の紙面を利用した環境情報提供

の件数

１年間に市が発行する広報紙において、環境基本計画

に関連する事項の内容を掲載した件数

市ホームページを利用した環境情報提

供の件数

１年間に市公式ホームページを利用して、環境基本計

画に関連する事項の内容を提供した件数

市ＬＩＮＥを利用して環境情報を収集

している登録者数

市公式ＬＩＮＥに登録している人のうち、環境関連の

項目を知りたい情報として登録している件数
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